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１　平成27年度一般会計予算案

（単位：億円）

 5,001  5,000  1

うち
市 民 税 減 税 額

 50  50  －

 462  455  7

 2,266  2,166  100

 706  852 △ 146

うち
臨時財政対策債

 2,237  2,051  186

 10,723  10,574  149

 1,675  1,662  13

 2,837  2,708  129

 1,339  1,369 △ 30

 862  893 △ 31

 4,010  3,942  68

 10,723  10,574  149

（注１）平成26年度予算額中科目を変更したものは、便宜上平成27年度該当科目に組
  　    替計上している。以下各表について同じ。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と
　　　　は合致しないものがある。以下各表について同じ。

計

歳

出

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

そ の 他

計

そ の 他

 240  350 △ 110

 2

地 方 交 付 税

使用料及び手数料

国 ・ 県 支 出 金

市 債

区 分
平 成 27 年 度
予 算 案

平 成 26 年 度
予 算 額

差 引
増 △ 減

歳

入

市 税

△ 116 △ 118
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２　平成27年度一般会計款別予算案

（単位：億円）

区 分
平 成 27 年 度
予 算 案

平 成 26 年 度
予 算 額

議 会 費 26 25  1

総 務 費 521 474  47

健 康 福 祉 費 3,117 3,156 △ 39

子 ど も 青 少 年 費 1,461 1,392  69

環 境 費 364 369 △ 5

市 民 経 済 費 1,101 1,113 △ 12

緑 政 土 木 費 639 622  17

住 宅 都 市 費 487 493 △ 6

消 防 費 300 271  29

教 育 費 804 722  82

公 債 費 1,346 1,377 △ 31

諸 支 出 金 557 558 △ 1

予 備 費 1 1  －

計 10,723 10,574  149

差 引
増 △ 減
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３　予算の重点化について

　平成27年度予算は、「名古屋市総合計画２０１８」に掲げる「4つの

都市像」の実現に向けた取り組み及び「市政運営の取り組み」をすすめ

ることとし、とりわけ「重点戦略」を推進する取り組みについては、優

先的に対応することとします。

４つの都市像（Ⅰ～Ⅳ）及び市政運営の取り組み（Ⅴ）

　Ⅰ　人権が尊重され、誰もがいきいきと過ごせるまち

　Ⅱ　災害に強く安全に暮らせるまち

　Ⅲ　快適な都市環境と自然が調和するまち

　Ⅳ　魅力と活力にあふれるまち

　Ⅴ　市政運営の取り組み

重点戦略

　①　子育て世代に選ばれるまちをつくるとともに、地域の活力を

　　　高めます

　②　市民・企業・行政の総力で大規模災害へ備えます

　③　国際的な都市間競争を勝ち抜く、大きく強い名古屋をつくり

　　　ます
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４　予算案の考え方について

　各局からの要求に対する予算案の考え方は以下の通りです。

※「震災」は震災対策実施計画に掲載されている事業のうち、南海トラ

　フ巨大地震の被害想定や東日本大震災から明らかとなった課題に対し

　て新たに実施する事項や、従来の震災対策をさらに強化していく事項

　で、震災対策事業基金を充当する事項です。

※番号欄に「追加」とあるものは財政局査定内容の公開以降新たに公開

　した事項です。

※番号欄に「変更」とあるものは財政局査定内容の公開以降要求内容が

　変更された事項です。

　＜参考＞各局からの要求に対する財政局案の考え方は以下の通りです。

※「保留」は財政局案段階では上記の判断を行わず、市長判断に委ねる

　事項です。

※「震災」は震災対策実施計画に掲載されている事業のうち、南海トラ

　フ巨大地震の被害想定や東日本大震災から明らかとなった課題に対し

　て新たに実施する事項や、従来の震災対策をさらに強化していく事項

　です。

区分 理　　　　　由

① 所管局の要求（見積り）通り

② 事業内容、積算内容を精査のうえ計上

③ 局配分財源で対応を検討

④ 計上せず

区分 理　　　　　由

④ 現段階では未計上

① 所管局の要求（見積り）通り

② 事業内容、積算内容を精査のうえ計上

③ 局配分財源で対応を検討
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ア　総括表 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

－ 7 － － 
(－) (7) (－) (－)

－ － － － 
(－) (－) (－) (－)

275 936 648 703 
(90) (467) (320) (325)

3,489 3,618 3,517 3,517 
(329) (178) (199) (199)

78,661 79,401 76,894 77,836 
(839) (2,340) (817) (962)

448 472 － 53 
(444) (434) (－) (51)

9,920 8,635 1,802 5,761 
(1,798) (3,818) (582) (1,170)

6,142 2,733 1,199 2,257 
(488) (1,044) (506) (511)

3,893 4,637 1,906 2,166 
(1,043) (1,328) (556) (839)

. . .
4,717 3,454 2,017 2,017 
(621) (1,802) (503) (505)

712 1,443 723 756 
(230) (668) (186) (203)

3,437 21,913 8,750 11,524 
(1,082) (6,934) (2,092) (2,401)

111,694 127,249 97,456 106,590 
(6,965) (19,020) (5,761) (7,165)

（注１） 平成27年度は収支見通し時に70億円の一般財源額を留保している。
（注２） 財政局案及び予算案の考え方が「震災」の事項（予算案合計2,652百万円 うち
　　　　 基金繰入額1,048百万円）は、Ｃ欄及びＤ欄には含まない。
（注３） 震災対策事業基金の設置（4,501百万円　うち一般財源4,500百万円）はＢ欄及
 　　　　びＤ欄には含まない。

総務局

財政局

市民経済局

平 成 26 年 度
予 算 額

Ａ

平 成 27 年 度
予 算 案

Ｄ

平 成 27 年 度
要 求 額

Ｂ

平 成 27 年 度
財 政 局 案

Ｃ

５　臨時・政策経費

　　　政策的な判断が必要な事業であって、各局が配分された
　　　財源とは別に要求する事業

合　計

健康福祉局

子ども青少年局

住宅都市局

緑政土木局

消防局

教育委員会

環境局

区 分

会計室

市長室
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イ　各局の内訳

会計室 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 財務会計総合システムの機能拡 － 
財務会計総合システ 充・効率化を図るため、システ － 7 (－)
ムの再構築に向けた ムの再構築に向けた調査 (－) (7) － 
調査 (－)

（単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

考え方

予算案

1
③

③

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

（重点化　Ⅴ） 積算内容を精査のうえ計上
財務会計総合システ 5 
ムの再構築に向けた (5)
調査

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容
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総務局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 社会保障・税番号制度の導入に 300 
社会保障・税番号制 向け、国や他の地方公共団体と 185 469 (214)
度の導入に向けた情 の情報連携等のため、情報連携 (－) (－) 350 
報連携基盤システム 基盤システムを開発 (214)
の開発

※要求変更
　中間サーバーの整備費を追加

（重点化　Ⅳ－①） まちと大学の魅力を全国に発信 － 
学生タウンなごやの し、若者を集め、育てるため、 5 6 (－)
推進 学生タウンなごやを推進 (5) (6) － 

(－)
※要求変更
　学生タウンなごやの推進に向
　けたビジョンの策定について
　２月補正予算で要求

（重点化　Ⅳ－③） 2015年ミラノ国際博覧会日本館 30 
2015年ミラノ国際博 イベント広場への催事参加 8 34 (30)
覧会への出展 (8) (34) 30 

(30)
（重点化　Ⅰ） 終戦70年の節目となる平成27年 11 
戦争に関する資料の ７月を目途に戦争に関する資料 － 14 (11)
常設展示 を常設展示 (－) (14) 11 

(11)
（重点化　Ⅴ） 県費負担教職員の給与負担の権 63 
県費負担教職員に係 限移譲に向け、職員情報システ － 71 (63)
る権限移譲に向けた ムを改修 (－) (71) 63 
職員情報システムの (63)
改修

（重点化　Ⅴ） 改築やリニューアル改修等を検 － 
公立大学法人名古屋 討するにあたり、建物の残存耐 － 6 (－)
市立大学への施設整 用年数の調査に対する補助 (－) (6) － 
備費補助金（構造体 (－)
耐久性調査）

3
②

②

③

4
②

②

②

②

③

5

6

1
変
更

③

③2
変
更

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

財政局
案平成

27年度
要求額

考え方

予算案

②

②
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総務局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ） 病院の高度急性期機能を強化す 243 
公立大学法人名古屋 るための手術室の増設等に対す － 290 (1)
市立大学への施設整 る補助 (－) (290) 243 
備費補助金（高度急 (1)
性期病院機能強化） ＜財政局案概要＞

施設整備費貸付金
＜予算案概要＞
財政局案通り

議会報告会の開催 議会活動に関する情報を積極的 － 
（市会事務局） に公開するとともに、市民意見 － 5 (－)

を把握し、議会活動に反映させ (－) (5) － 
るため、議会報告会を開催 (－)

市会だよりの例月化 議会活動に関する情報を積極的 － 
（市会事務局） に公開・発信するため、市会だ － 30 (－)

よりを例月化 (－) (30) － 
(－)

区役所等における議 議会活動に関する情報を積極的 － 
会広報番組の放送 に公開・発信するため、区役所 － 3 (－)
（市会事務局） 等において議会広報番組を放送 (－) (3) － 

(－)
市会図書室でのイン 議会活動に関する情報を積極的 － 
ターネット中継の閲 に公開・発信するため、市会図 － 2 (－)
覧とＤＶＤの貸出し 書室での、インターネット中継 (－) (2) － 
（市会事務局） の閲覧とＤＶＤの貸出しを実施 (－)
（重点化　Ⅴ） 地域委員会のモデル実施の検証 1 
新しい住民自治の仕 を踏まえ、新しい住民自治の仕 7 1 (1)
組みの検討 組みの検討の一環として、市民 (7) (1) 1 

フォーラムを開催 (1)
（重点化　Ⅳ－③） 中部国際空港の更なる利用促進
中部国際空港インバ に向けたインバウンド（外国人 － 5 
ウンド促進事業 来訪者）促進事業を中部国際空 (－) (5) 5 

港利用促進協議会において実施 (5)
①

12
①

①

13
追
加

10
保留

④

11
保留

④

8
保留

④

9
保留

④

7

予算案

②

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

総務局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－①） 積算内容を精査のうえ計上
学生タウンなごやの 3 
推進 (3)

（重点化　Ⅴ） 公立大学法人名古屋市立大学において対応を検討
公立大学法人名古屋 － 
市立大学への施設整 (－)
備費補助金（構造体
耐久性調査）

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

2
変
更

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容

6
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財政局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 社会保障・税番号制度の導入に 216 
社会保障・税番号制 向け、税務総合情報システムを 80 247 (125)
度の導入に向けたシ 改修 (27) (82) 216 
ステム改修 (125)

考え方

予算案

1
②

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

財政局
案平成

27年度
要求額
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財政局（病院事業への支出分） （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ） 病院の施設及び設備の整備に係 73 
建設改良に要する経 る経費に対する補助 61 88 (73)
費 (61) (88) 73 

(73)
（重点化　Ⅰ） 市立病院改革プランに基づく東 － 
公立病院改革プラン 部医療センター旧棟（救急診療 － － (－)
に要する経費（東部 棟・外来棟）取り壊し工事等に (－) (－) － 
医療センター病棟改 係る、企業債の償還に対する補 (－)
築の準備工事に要す 助 ＜財政局案概要＞
る経費） 取り壊し工事は全額補助

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ） 市立病院改革プランに基づく東 － 
公立病院改革プラン 部医療センター旧棟（救急診療 6 7 (－)
に要する経費（東部 棟・外来棟）取り壊しに伴い、 (6) (7) － 
医療センター旧棟取 旧棟からの機器等の移転に係る (－)
り壊し準備に要する 経費に対する補助
経費）

（単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

③

③

＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

②

②
2

3

考え方

予算案

1
②

②

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案番

号

（重点化　Ⅰ） 病院事業会計において計上
公立病院改革プラン － 
に要する経費（東部 (－)
医療センター旧棟取
り壊し準備に要する
経費）

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

3

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容
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財政局（交通事業への支出分） （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 地下鉄構造物の耐震補強等に係 548 
高速度鉄道建設改良 る経費に対する補助 478 548 (1)
費補助金（耐震補強 (1) (1) 548 
等） (1)
（重点化　Ⅱ） 地下鉄施設の浸水対策に係る経 26 
高速度鉄道建設改良 費に対する補助 － 26 (－)
費補助金(浸水対策) (－) (－) 26 

(－)
（重点化　Ⅲ－①） 地下鉄駅の可動式ホーム柵及び 384 
高速度鉄道建設改良 エレベーターの整備に係る経費 111 384 (－)
費補助金（可動式ホ に対する補助 (1) (－) 384 
ーム柵の整備等） (－)
（重点化　Ⅱ－②） 地下鉄構造物の耐震補強等に係 384 
高速度鉄道建設改良 る経費に対する出資 379 384 (－)
費出資金（耐震補強 (－) (－) 384 
等） (－)
（重点化　Ⅱ） 地下鉄施設の浸水対策に係る経 19 
高速度鉄道建設改良 費に対する出資 － 19 (－)
費出資金(浸水対策) (－) (－) 19 

(－)
（重点化　Ⅲ－①） 地下鉄駅の可動式ホーム柵及び 1,867 
高速度鉄道建設改良 エレベーターの整備等に係る経 2,139 1,915 (－)
費出資金（可動式ホ 費に対する出資 (－) (－) 1,867 
ーム柵の整備等） (－)

①

①

①

①

3

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額 予算案

1

2

平成
27年度
要求額

財政局
案

①

①

①

①

考え方

4

5

②

②

①

①

6

-  12  -



市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ－②） コールセンターを大規模災害発 － 
大規模災害時の電話 生時の電話相談窓口として活用 － 8 (－)
相談窓口の整備 するために必要な設備を整備 (－) (8) － 

(－)
（重点化　Ⅴ） ＮＰＯ法人への寄附を促進する － 
条例個別指定制度を 仕組みの運用を進めるとともに － 8 (－)
活用したＮＰＯ法人 組織運営支援や制度の案内等を (－) (8) － 
への寄附促進 実施 (－)
（重点化　Ⅴ－②） 東日本大震災に関するボランテ 1 
被災者支援ボランテ ィア活動の支援を円滑に行うた 2 2 (1)
ィアセンターの運営 めの情報提供等を行う拠点を運 (2) (2) 1 

営 (1)
（重点化　Ⅴ） 空家等の適切な管理を推進する 12 
空家等対策の推進 ための必要な指導等 － 20 (7)

(－) (15) 13 
(8)

（重点化　Ⅱ） 調査検討を実施するとともに、 － 
自転車安全利用対策 ルール周知及びマナー向上のた － 11 (－)
の推進 めの広報・啓発 (－) (11) － 

(－)
（重点化　Ⅱ） 課題調査を実施するとともに、 － 
犯罪被害者等支援の 支援に係る広報・啓発 － 4 (－)
推進 (－) (4) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） 歴史的建造物や文化資産を活用 50 
歴史文化普及啓発事 し、名古屋独自の歴史や文化に 50 50 (17)
業 根ざしたイベントを開催 (17) (17) 50 

　時期　平成27年11月 (17)
　場所　市内一円

（重点化　Ⅳ－③） 子どもの想像力や創造力を喚起 41 
子どもまちかど文化 し、心の豊かさを醸成するため、 47 47 (7)
プロジェクト まちかどで文化芸術に触れるイ (10) (10) 41 

ベントを開催 (7)
　時期　平成27年８月
　場所　金山駅周辺

2
③

③

3
②

②

7

8

6
③

③

4
②

②

5

1
③

③

財政局
案番

号
事 項 名 要 求 概 要

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

考え方

予算案

②

②

③

③

①

①
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 名古屋ボストン美術館が入る金 － 
金山南ビル自動火災 山南ビルについて老朽化した自 － 20 (－)
報知設備の更新 動火災報知設備を更新 (－) (20) － 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 文化小劇場及び市民会館等の吊 － 
文化小劇場等の天井 り天井等についての落下防止対 － 229 (－)
等落下防止対策調査 策調査 (－) (229) 160 

　17施設 (－)
（重点化　Ⅳ） 老朽化した調光盤の更新 2 
芸術創造センター調 － 2 (2)
光盤更新の設計 　債務負担行為 (－) (2) 2 

　　期間　㉘ (2)
　　限度額　137百万円 ＜財政局案概要＞

債務負担行為
　期間　㉘
　限度額　111百万円　

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅳ） 平成28年度中に開設を予定して － 
昭和文化小劇場の開 いる昭和文化小劇場の開設準備 － － (－)
設準備 (－) (－) － 

　債務負担行為 (－)
　　期間　㉘ ＜財政局案概要＞
　　限度額　28百万円　 債務負担行為
　　　 　期間　㉘

　限度額　25百万円　

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅱ－②） 耐震及び外壁等の改修工事 － 
短歌会館耐震等改修 　債務負担行為 － 16 (－)
工事 　　期間　㉘ (－) (16) － 

　　限度額　21百万円 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 耐震及び屋根等改修の設計 3 
東山荘の耐震等改修 － 3 (3)
設計 (－) (3) 3 

(3)

③

③

震災

②

②

②

②

震災

9

10

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

③

財政局
案

②

考え方

③

11

12

13

14
②
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 区民ニーズ及び取り組みの事後 160 
自主的・主体的な区 評価に対応しつつ、各区が事業 160 201 (160)
政運営 所管局と連携して地域特性に応 (160) (200) 160 

じた事業を実施するなど区長が (160)
裁量を発揮し、区政運営方針に
掲げた取り組みを実施

（重点化　Ⅳ） 昔の町並み等の写真を掲載した － 
昔の町並み等の写真 銘板の設置及び関連イベント等 13 13 (－)
を掲載した銘板の設 を実施 (13) (13) － 
置 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 区役所講堂の吊り天井等につい － 
区役所講堂の天井等 ての落下防止対策調査 － 8 (－)
落下防止対策調査 　１施設 (－) (8) 6 

(－)
（重点化　Ⅴ－①） 地域活動のやりがいや重要性を － 
地域活動への参加促 紹介する講演会等を実施するこ － 3 (－)
進事業 とにより、市民の地域活動への (－) (3) － 

参加を促進 (－)
（重点化　Ⅴ－①） 有識者による検討会議等を通じ 5 
地域コミュニティ活 て、今後の地域活動支援やコミ 5 8 (5)
性化に関する検討 ュニティセンターのあり方など (5) (8) 5 

地域コミュニティ活性化の方向 (5)
性を検討

（重点化　Ⅱ－②） 避難所に指定されている地区会 － 
地区会館体育室の天 館体育室の吊り天井等について － 3 (－)
井等落下防止対策調 の落下防止対策調査 (－) (3) 3 
査 　３館 (－)
（重点化　Ⅴ） 社会保障・税番号制度の導入に 426 
社会保障・税番号制 向け、住民記録システムの改修 124 1,434 (213)
度の導入に向けたシ 及び個人番号カードの交付等 (－) (416) 1,205 
ステム改修等 (213)

※要求変更
　個人番号通知事務等に対する
　負担金を追加

②

③

15

震災

②

16

17

19

20

③
18

予算案

②

②

③

財政局
案

考え方

震災

震災

②

②

震災

21
変
更

番
号

事 項 名 要 求 概 要

③

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 住民票の写し等をコンビニエン － 
住民票の写し等のコ スストアで交付するための調査 － 162 (－)
ンビニ交付の導入 及びシステム改修等 (－) (161) － 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 区役所において、非常時優先業 25 
区役所の非常用発電 務を実施するための非常用発電 － 28 (－)
機整備の設計 機の設計及び整備 (－) (－) 25 

(－)
　債務負担行為 ＜財政局案概要＞
　　非常用発電機の整備 債務負担行為
　　期間　㉘ 　非常用発電機の整備
　　限度額　1,000百万円 　期間　㉘

 限度額　890百万円　

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅴ） 昭和39年12月に完成し、老朽化 － 
中村区役所の改築調 が著しい中村区役所の改築に向 － 2 (－)
査 けた調査 (－) (2) 2 

(2)
（重点化　Ⅴ－①） 地域活動の活性化を図るため、 243 
コミュニティセンタ その拠点となるコミュニティセ 231 279 (87)
ーの建設 ンターを整備 (86) (100) 243 

　７館（継続４館、新規３館） (87)
＜財政局案概要＞

　債務負担行為 債務負担行為
　　期間　㉘ 　期間　㉘
　　限度額　260百万円 　限度額　226百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅱ－②） 避難所に指定されているコミュ 21 
コミュニティセンタ ニティセンターの窓ガラスへの － 57 (21)
ーの窓ガラス飛散防 飛散防止対策 (－) (57) 21 
止対策 　25館 (－)

25

26

震災

震災

④

②

震災

震災

平成
27年度
要求額

②

②

予算案

④

④

考え方

24

22

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

財政局
案

23
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 名古屋のにぎわいを創出し、消 － 
商店街にぎわい発信 費活動を活発にするため、商店 － 30 (－)
事業助成 街が実施する大規模イベント等 (－) (15) － 

に対して助成 (－)
（重点化　Ⅳ） 安心安全な商店街づくりのため 10 
商店街共同施設震災 商店街共同施設の整備に対して 22 18 (10)
対策事業助成 助成 (16) (18) 10 

(10)
（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
事業承継の支援 　２月補正予算で要求 6 

(6)

（重点化　Ⅳ－③） 本市の経済状況に関する調査等 15 
次期産業振興計画の を実施し、次期産業振興計画を － 20 (15)
策定 策定 (－) (20) 15 

(15)
（重点化　Ⅳ－③） 特定創業支援実施体制の整備、 － 
創業チャレンジサポ 創業・新事業展開に対する助成 － 22 (－)
ート事業 及び女性の起業支援を強化 (－) (22) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
航空宇宙産業設備投 　２月補正予算で要求 45 
資促進助成 (45)

（重点化　Ⅳ－③） ものづくり企業の医療関連機器 － 
医療関連機器産業参 産業への参入を促進させるため､ － 31 (－)
入促進事業 講演会の開催、試作評価及びコ (－) (31) － 

ーディネーターの設置等により (－)
支援

（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
中小企業海外販路開 　２月補正予算で要求 － 
拓・拡大サポート事 (－)
業

33

②

27

28

要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

29
変
更

30
②

②

③

事 項 名

34
変
更

④

番
号

③

財政局
案

考え方

②

予算案

③

31
③

32
変
更

④
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 都市魅力の発信及び次世代産業 － 
「ロボカップ２０１ の育成のため、「ロボカップ２ － 24 (－)
７世界大会」の誘致 ０１７世界大会」の誘致及び次 (－) (24) 6 
及び次世代ロボット 世代ロボット産業育成事業を実 (6)
産業育成事業 施

（重点化　Ⅳ－③） 中小企業とデザイナーなどクリ － 
デザイン・ものづく エイティブ人材とのマッチング － 53 (－)
り交流事業 等を実施するため、デザイン・ (－) (53) 32 

ものづくり交流フロアを新たに (32)
整備・運営 ＜予算案概要＞

デザイン・ものづくり交流フロアの
整備費を計上し、運営費については
局配分財源で対応を検討

（重点化　Ⅳ－③） 「ユネスコ・デザイン都市なご － 
ユネスコ創造都市ネ や」としての取り組みを国際的 － 8 (－)
ットワークフォーラ に強く発信するとともに、市民 (－) (4) － 
ムの開催 への周知をより図るため、国際 (－)

的なフォーラム等を開催

（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
挑戦型中小企業創出 　２月補正予算で要求 12 
プロジェクト (12)

（重点化　Ⅳ－③） 平成26年までに募集した小規模 100 
小規模企業者設備投 企業者の競争力強化及び経営安 94 100 (100)
資促進助成 定化を図るための機械設備の導 (94) (100) 100 

入・更新に対して助成 (100)
（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
小規模企業経営力強 　２月補正予算で要求 － 
化支援事業 (－)

35

36

37

38
変
更

番
号

事 項 名 要 求 概 要

40
変
更

39

予算案

④

③

③

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

①

①

②

④

②
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 中小企業金融の円滑化を図る各 75,500 
中小企業金融対策 種融資制度の実施 76,700 75,500 (－)

　融資目標額 (－) (－) 75,500 
　　1,679億円 (－)
　制度改正 ＜財政局案概要＞
　　新事業創出資金 制度改正
　　　特定創業支援を受けた創 　新事業創出資金
　　　業者を対象に限度額を引 　　要求通り
　　　き上げ 　信用保証協会への損失補償
　　　　2,500万円→3,000万円 　　制度融資全体への損失補償の適
　　信用保証協会への損失補償 　　用を１年延長
　　　制度融資全体への損失補
　　　償の適用を継続（平成29 ＜予算案概要＞
　　　年度から予算計上） 財政局案通り

（重点化　Ⅳ－②） 国際会議場の吊り天井等につい － 
国際会議場の天井等 ての落下防止対策調査 － 22 (－)
落下防止対策調査 (－) (22) 18 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） 今後のコンベンション誘致を見 8 
国際会議場の機能強 据えた国際会議場の機能強化の － 15 (8)
化に向けた調査 方策や大規模改修等の整備方針 (－) (15) 8 

の検討・調査 (8)
（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
歴史観光の推進 　２月補正予算で要求 60 

(60)

（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
武将観光情報発信事 　２月補正予算で要求 － 
業 (－)

（重点化　Ⅳ－③） アジア地区の都市との間での観 － 
アジア観光交流都市 光交流都市協定の締結を目指し － 13 (－)
事業 た検討・調査 (－) (13) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
なごやめし普及促進 　２月補正予算で要求 － 
事業 (－)

番
号

事 項 名 要 求 概 要

②

41

震災

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

42
震災

45
変
更

46

47
変
更

②

予算案

③

③

44
変
更

43

②

②
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 外国人観光客を含む観光客の受 7 
無料公衆無線ＬＡＮ 入環境整備として、無料公衆無 － 12 (7)
環境の整備 線ＬＡＮ機器の設置及びポータ (－) (12) 7 

ルサイトの作成 (7)
（重点化　Ⅳ－③） ＭＩＣＥ誘致の都市間競争に対 － 
ＭＩＣＥ誘致の強化 応するための誘致体制の強化及 － 85 (－)

び海外への事業展開等 (－) (85) － 
(－)

（重点化　Ⅳ－③） ※要求変更
名古屋駅観光案内所 　２月補正予算で要求 － 
のあり方調査 (－)

（重点化　Ⅳ－③） 平成28年度の第２期公開に向け､ 68 
名古屋城本丸御殿観 観覧に必要な案内板・照明の整 － 101 (21)
覧環境の整備 備、ミュージアムショップの設 (－) (51) 69 

計、重要文化財障壁画の御殿内 (22)
展示及び外構工事に伴う発掘調 ＜財政局案概要＞
査 観覧に必要な案内板・照明の整備費

及び外構工事に伴う発掘調査費を計
上
＜予算案概要＞
観覧に必要な案内板・照明の整備費､
ミュージアムショップの設計費、外
構工事に伴う発掘調査費を計上

（重点化　Ⅳ－③） 名勝名古屋城二之丸庭園の保存 59 
名古屋城二之丸庭園 整備のための発掘・測量、設計 60 70 (8)
の保存整備 及び修復整備等 (8) (9) 59 

(8)
（重点化　Ⅳ－③） 名古屋城の重要文化財等を公開 － 
名古屋城重要文化財 する展示収蔵施設の設計及び周 32 93 (－)
等展示収蔵施設の設 辺整備 (32) (93) 64 
計 (64)

　債務負担行為 ＜予算案概要＞
　　期間　㉘ 債務負担行為
　　限度額　44百万円 　期間　㉘

　限度額　33百万円　

財政局
案

53

予算案

②

④

51

52

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

49

48
②

④

②

②

考え方

②

②

②

④

50
変
更
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 特別史跡名古屋城跡の円滑な保 － 
特別史跡名古屋城跡 存管理等にかかる検討調査 － 15 (－)
保存管理計画の策定 (－) (9) 8 

　債務負担行為 (4)
　　期間　㉘ ＜予算案概要＞
　　限度額　５百万円 測量調査及び計画策定業務委託に係

る経費を計上し、嘱託員に係る経費
については局財源配分で対応を検討

　債務負担行為
　　期間　㉘
　　限度額　４百万円　

（重点化　Ⅱ－②） 中間実験工場の耐震改修工事 37 
工業研究所の耐震改 　㉖設計　㉗～㉘工事 2 37 (13)
修 (2) (37) 37 

　債務負担行為 (13)
　　期間　㉘ ＜財政局案概要＞
　　限度額　32百万円 債務負担行為

　期間　㉘
　限度額　31百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅱ－②） 名鳥卵棟等３棟の耐震改修設計 5 
中央卸売市場本場耐 　㉗設計　㉘工事 － 5 (5)
震改修設計 (－) (5) 5 

(5)
（重点化　Ⅱ－②） 施設の取り壊し工事 68 
中央卸売市場本場冷 　㉖設計　㉗工事 2 85 (68)
凍魚棟の取り壊し工 (2) (85) 68 
事 (68)
（重点化　Ⅱ） 平成26年度に策定する整備基本 19 
中央卸売市場北部市 構想を基に各施設の具体的な整 9 22 (19)
場整備基本計画の策 備内容をまとめた計画を策定 (9) (22) 19 
定 (19)
（重点化　Ⅱ－②） 青果棟の耐震改修工事 15 
中央卸売市場北部市 　㉔設計　㉗工事 － 30 (1)
場青果棟耐震改修工 (－) (1) 15 
事 (1)

予算案

④

財政局
案

考え方

②

②

②

②

55

②

②

56

54

②

②

58
②

57

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

59
②

②
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 老朽化した事務所・駐車場のト － 
中央卸売市場北部市 イレを改修 － 6 (－)
場事務所・駐車場ト (－) (6) － 
イレ改修工事 　債務負担行為 (－)

　　期間　㉘
　　限度額　308百万円

（重点化　Ⅱ） 第９次中央卸売市場整備計画に － 
中央卸売市場南部市 基づく冷蔵庫設備の冷却能力向 － 79 (－)
場冷蔵庫設備の強化 上工事 (－) (－) － 

(－)
（重点化　Ⅱ） 衛生的かつ安全な市場運営のた － 
中央卸売市場南部市 め、冷水配管に生じる結露水の － 15 (－)
場結露水排水設備の 排水設備を新たに設置 (－) (15) － 
整備 (－)
（重点化　Ⅱ） 衛生的かつ安全な市場運営のた － 
中央卸売市場南部市 めの衛生動物の侵入防止対策 － 15 (－)
場衛生動物対策事業 (－) (15) － 

(－)
（重点化　Ⅱ） 第９次中央卸売市場整備計画に － 
中央卸売市場南部市 基づき、車両消毒所の強化を図 － 9 (－)
場食肉等衛生管理強 るための設備増強工事 (－) (9) － 
化施設整備 　㉗設計、地盤等調査　㉘工事 (－)
（重点化　Ⅱ） 子どもの安心・安全を守るため － 
子どもの安心・安全 通学路における防犯カメラの設 － 73 (－)
事業（通学路の防犯 置に対して助成 (－) (73) － 
カメラ設置助成） (－)
（重点化　Ⅳ－③） 市民がまちかどで気軽に音楽を － 
音楽あふれるまちづ 鑑賞・発表する機会を創出する － 35 (－)
くりプロジェクト とともに大規模屋外音楽イベン (－) (20) 30 

トを開催 (15)
（重点化　Ⅳ－③） 構造体耐久性調査の結果を踏ま 40 
公会堂改修の設計 えた改修の設計 10 57 (40)

　㉔基本調査 (10) (57) 40 
　㉖構造体耐久性調査 (40)
　㉗設計
　㉘～㉚改修工事

③

③

④

予算案

67
②

②

64
④

60
④

④

③

65

66

③

④

63

④

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

④
61

③
62

③

-  22  -



市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 災害救助用備蓄物資の保管場所 － 
区役所防災備蓄倉庫 として防災備蓄倉庫を整備する － 41 (－)
整備事業 ため用地を取得 (－) (41) － 

　㉗１カ所 (－)
（重点化　Ⅳ－③） 運営の効率化及び事業内容の充 － 
少年少女発明クラブ 実を図るため、学校の余裕教室 － 12 (－)
の拠点整備 を活用し、活動拠点を整備 (－) (12) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） 大規模展示場の整備調査と国際 － 
大規模展示場の整備 展示場第１展示館移転にかかる － 30 (－)
等に関する調査 整備構想の策定 (－) (30) 20 

(20)

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

考え方

予算案

④

④

④

④
70

68

69
④

②

財政局
案
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ－②） 検討のうえ計上せず
大規模災害時の電話 － 
相談窓口の整備 (－)

（重点化　Ⅴ） 事業内容、積算内容を精査のうえ計上
条例個別指定制度を 1 
活用したＮＰＯ法人 (1)
への寄附促進
（重点化　Ⅱ） 事業内容、積算内容を精査のうえ計上
自転車安全利用対策 1 
の推進 (1)

（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず
犯罪被害者等支援の － 
推進 (－)

（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず(金山南ビルの経常営繕費の中で対応)
金山南ビル自動火災 － 
報知設備の更新 (－)

（重点化　Ⅱ－②） 検討のうえ計上せず
短歌会館耐震等改修 － 
工事 (－)

（重点化　Ⅳ） 積算内容を精査のうえ計上
昔の町並み等の写真 6 
を掲載した銘板の設 (6)
置
（重点化　Ⅴ－①） 事業内容、積算内容を精査のうえ計上
地域活動への参加促 1 
進事業 (1)

（重点化　Ⅳ－③） 検討のうえ計上せず
商店街にぎわい発信 － 
事業助成 (－)

（重点化　Ⅳ－③） 検討のうえ計上せず
創業チャレンジサポ － 
ート事業 (－)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

2

5

6

16

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容

9

13

18

27

31
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 運営費について、積算内容を精査のうえ計上
デザイン・ものづく 2 
り交流事業 (2)

（重点化　Ⅳ－③） 要求通り計上
ユネスコ創造都市ネ 8 
ットワークフォーラ (4)
ムの開催
（重点化　Ⅳ－③） 検討のうえ計上せず
アジア観光交流都市 － 
事業 (－)

（重点化　Ⅳ－③） 嘱託員に係る経費について、積算内容を精査のうえ計上
特別史跡名古屋城跡 3 
保存管理計画の策定 (2)

（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず
中央卸売市場南部市 － 
場結露水排水設備の (－)
整備
（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず
中央卸売市場南部市 － 
場衛生動物対策事業 (－)

（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず
子どもの安心・安全 － 
事業（通学路の防犯 (－)
カメラ設置助成）

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

番
号

54

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

36

37

46

62

63

65

対 応 内 容
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環境局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化 Ⅲ） 住宅等に太陽光発電・太陽熱利 － 
ソーラーパワー診断 用設備を設置した場合の推定発 － 29 (－)
マップの導入 電量等を建物ごとにウェブサイ (－) (29) － 

トの地図上に表示するシステム (－)
の開発・導入

（重点化 Ⅲ） 中規模オフィス・店舗等を対象 － 
中規模事業所向け省 に補助制度を創設 － 70 (－)
エネルギー設備の導 　件数　20件 (－) (70) － 
入補助 　補助額　設置費用の1/3 (－)

　　　　 (上限額3,500千円/件)

（重点化 Ⅲ） 省エネルギーの推進を図るため､ － 
市施設へのＬＥＤ照 節電効果の高いＬＥＤ照明を市 － 162 (－)
明の導入 施設に順次導入 (－) (162) － 

　２区役所 (－)
（重点化 Ⅲ） 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）に － 
大気環境改善策の検 ついての効果的な削減対策や、 － 8 (－)
討調査 大気環境全般の今後の対策に関 (－) (8) － 

する検討・調査 (－)
（重点化 Ⅲ） 市民・事業者等が水循環の重要 － 
健全な水循環の回復 性を理解し、意識した行動を実 － 12 (－)
に向けた湧水保全事 践するためのモデル事業に向け (－) (12) － 
業に関する調査 た調査 (－)
（重点化 Ⅱ－②） 大規模地震等で発生する災害廃 16 
災害廃棄物処理計画 棄物を適正かつ迅速に処理する － 20 (16)
の策定 ための計画を策定 (－) (20) 16 

(－)
（重点化 Ⅱ－②） 避難所に配備する災害用トイレ 99 
災害用トイレの購入 の購入 29 106 (66)

　くみ取式　249基 (28) (70) 99 
　簡易パック式　8,069セット (－)
　　　　　（１セット100回分）
　簡易洋式　1,874個

③

震災

震災

③

③

③

③
1

4

5

7

③

6
震災

震災

2

3

④

④

③

予算案

③

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

財政局
案平成

27年度
要求額

考え方
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環境局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化 Ⅲ） ＰＦＩ手法による建設・運営 － 
北名古屋工場の建設･北名古屋市二子四反地 － － (－)
運営 焼却設備　660ｔ／日 (－) (－) － 

破砕設備   50ｔ／５時間 (－)
　㉗～㉜整備 ＜財政局案概要＞
　㉜供用開始予定 債務負担行為

　期間　㉘～
　債務負担行為 　限度額　58,000百万円
　　期間　㉘～
　　限度額　71,828百万円 ＜予算案概要＞

財政局案通り

（重点化 Ⅲ） 再稼動に向けた設備更新に係る
富田工場の設備更新 環境影響評価、土壌汚染調査及 10 65 

び総合評価入札実施事務費 (7) (63) 53 
中川区吉津四丁目 (51)
　㉗～㉙既存設備解体 ＜予算案概要＞
　㉗～㉜焼却設備新設 環境影響評価、土壌汚染調査に係る
　㉜供用開始予定 経費を計上し、総合評価入札実施事

務費については局配分財源で対応を
　債務負担行為 検討
　　富田工場焼却設備更新に係 債務負担行為
　　る環境影響評価事後調査 　富田工場焼却設備更新に係る環境
　　期間　㉘～㉜ 　影響評価事後調査
　　限度額　54百万円 　期間　㉘～㉜

　限度額　40百万円
　　富田工場の焼却設備解体工
　　事 　富田工場の焼却設備解体工事
　　期間　㉘～㉙ 　期間　㉘～㉙
　　限度額　597百万円 　限度額　587百万円

　　富田工場の焼却設備更新等 　富田工場の焼却設備更新等工事
　　工事 　期間　㉘～㉜
　　期間　㉘～㉜ 　限度額　18,073百万円
　　限度額　20,020百万円

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額 予算案

財政局
案

考え方

8

番
号

事 項 名 要 求 概 要

②

②

9
追
加

②
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

環境局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化 Ⅲ） 積算内容を精査のうえ計上
ソーラーパワー診断 24 
マップの導入 (24)

（重点化 Ⅲ） 導入施設　２区役所→１施設
市施設へのＬＥＤ照 10 積算内容を精査のうえ計上
明の導入 (10)

（重点化 Ⅲ） 積算内容を精査のうえ計上
大気環境改善策の検 7 
討調査 (7)

（重点化 Ⅲ） 積算内容を精査のうえ計上
健全な水循環の回復 5 
に向けた湧水保全事 (5)
業に関する調査
（重点化 Ⅲ） 総合評価入札実施事務費について、要求通り計上
富田工場の設備更新 1 

(－)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容

3

4

5

9
追
加
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 高齢者が要介護状態になっても
地域包括ケアシステ 住みなれた地域で自分らしい暮
ムの構築・介護保険 らしを続けることができるよう､
制度改正への対応 医療・介護・予防・生活支援・

住まいの各サービスを一体的に
提供する地域包括ケアの推進及
び介護保険制度改正への対応

　在宅医療・介護連携の推進 178 
　　在宅医療と介護サービスを 16 207 (37)
　　一体的に提供するための連 (16) (47) 178 
　　携拠点の整備等 (37)
　医療・介護の人材確保事業 18 
　　研修の充実及び関係機関と － 53 (3)
　　の連携強化により人材確保 (－) (31) 18 
　　を総合的に推進 (3)

＜財政局案概要＞
介護人材確保事業に係る経費を計上
し、医療人材確保事業に係る経費に
ついては局配分財源で対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

　認知症施策の充実・強化 273 
　　初期集中支援チーム、地域 14 291 (57)
　　支援推進員の設置及び認知 (4) (61) 273 
　　症相談支援センターの機能 (57)
　　強化により地域支援体制を
　　構築するとともに、研修等
　　の実施により医療機関にお
　　ける認知症対応力を向上
　ナゴヤ版介護予防複合プログ － 
　ラムの導入準備 － 2 (－)
　　プログラムの本格実施に向 (－) (1) － 
　　けたモデル事業の実施 (－)

③

③

予算案

財政局
案

考え方

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

②

②

②

②

②

1

-  29  -



健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 　生活支援サービスの充実 101 
地域包括ケアシステ 　　地域支えあい事業の拡充 － 102 (20)
ムの構築・介護保険 　　　実施学区の拡大等 (－) (20) 101 
制度改正への対応 　　　　㉖12区44学区 (20)
（つづき） 　　　　→㉗12区50学区

　　高齢者サロンの整備等推進
　　　高齢者サロンの整備及び
　　　協議体の設置等
　高齢者いきいき相談室の開設 16 
　　高齢者福祉なんでも相談所 － 16 (3)
　　を再構築し、いきいき支援 (－) (3) 16 
　　センターとの連携を強化 (3)
　介護保険制度改正への対応 98 
　　コールセンターの設置及び 80 245 (98)
　　嘱託員の増員等の体制強化 (80) (245) 98 
　　介護保険システムの改修 (98)

＜財政局案概要＞
介護保険システムの改修費を計上し､
コールセンターの設置及び嘱託員の
増員等の体制強化に係る経費につい
ては局配分財源で対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

平成
26年度
予算額

1

事 項 名 要 求 概 要
番
号

平成
27年度
要求額

②

①

①

②

②

予算案

②

財政局
案

考え方
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 　介護基盤の整備 479 
地域包括ケアシステ 　　民間特別養護老人ホームの 776 479 (8)
ムの構築・介護保険 　　整備補助 (82) (8) 479 
制度改正への対応 　　　新規２カ所　定員200人  (8)
（つづき） 　　 ［年度末整備数］

　　　111カ所（8,121人）
　　小規模多機能型居宅介護事
　　業所の整備補助
　　　社会福祉法人　　２カ所
　　高齢者福祉施設の開設準備
　　経費補助
　　　小規模多機能型居宅介護
　　　事業所　　　　　５カ所
　　　特別養護老人ホーム
　　　　　　　　　　　４カ所
　　　介護老人保健施設　
　　　　　　　　　　　１カ所
　　地域密着型サービス事業所
　　の消防設備整備補助
　　　スプリンクラー設備等
　　　　　　　　　　　12カ所

（重点化　Ⅴ） 高齢者就業支援センターが入る － 
御器所ステーション 御器所ステーションビルの電気･ － 44 (－)
ビル長期修繕計画に 機械設備について、長期修繕計 (－) (44) － 
基づく修繕 画に基づく修繕工事 (－)
（重点化　Ⅰ） 高額療養費の負担限度額の細分 － 
医療保険制度改革に 化に伴う申請事務の変更に対応 － 3 (－)
伴うシステム改修 するためのシステム改修 (－) (3) － 

(－)
（重点化　Ⅰ－①） 居住の場である共同生活援助等 33 
民間障害者グループ を行う施設を整備 － 33 (3)
ホームの整備補助 　新規１カ所 (－) (3) 33 

(3)

平成
26年度
予算額

2

平成
27年度
要求額

3

番
号

事 項 名 要 求 概 要

③

③

③

③

予算案

財政局
案

考え方

①

①

1

①

①
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ） スプリンクラー設備等　27カ所 133 
民間障害者グループ 自動火災報知設備と火災通報設 37 136 (14)
ホーム等の消防設備 備との連動　　　　　　40カ所 (12) (17) 133 
整備補助 自動火災報知設備　　　45カ所 (14)

＜財政局案概要＞
スプリンクラー設備等及び自動火災
報知設備の整備補助を計上

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ－②） 南区弥次ヱ町 － 
名古屋南歯科医療セ ㉗測量・設計・工事 － 51 (－)
ンターの整備補助 ㉘工事・備品整備・移転開設 (－) (51) 51

(51)
（重点化　Ⅰ） 平成27年度の生活困窮者自立支 － 
生活困窮者の自立支 援法の施行に伴う自立相談支援 69 426 (－)
援 事業等を実施 (－) (133) 239 

(74)
（重点化　Ｖ） 外部委託先とのデータ受渡し媒 － 
記録媒体の変更に伴 体を、磁気媒体（ＣＭＴ）から － 126 (－)
うシステム改修 光ディスク（ＤＶＤ）へ変更す (－) (123) － 

るための関連システム改修 (－)
（重点化　Ⅲ） 福祉都市環境整備指針の改定 － 
福祉都市環境整備指 － 4 (－)
針の改定 (－) (4) － 

(－)
（重点化　Ⅲ－①） 名鉄東大手駅 － 
民間鉄道駅舎バリア 　エレベーター１基、車いす用 70 31 (－)
フリー化設備設置補 　階段昇降機２基等 (70) (31) 27 
助 　　㉗設計・工事　㉘工事 (27)
（重点化　Ⅴ） 社会保障・税番号制度の導入に 411 
社会保障・税番号制 向け、福祉総合情報システムを 129 637 (319)
度の導入に向けたシ 改修等 (39) (533) 411 
ステム改修等 (319)
（重点化　Ⅴ） 高齢者や障害者に関する福祉制 － 
福祉コンシェルジュ 度を案内するため区役所に嘱託 － 13 (－)
の配置 職員をモデル的に配置 (－) (13) － 

　４区 (－)

5
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－②） 緑区鳴海町 － 
緑区休日急病診療所 現地改築 － 82 (－)
の改築補助 (－) (73) 82 

(73)
（重点化　Ⅱ－②） 保健所において、非常時優先業 5 
保健所の非常用発電 務を実施するための非常用発電 － 5 (5)
機の整備に向けた調 機の整備に向けた調査 (－) (5) 5 
査 (－)
（重点化　Ⅰ） 無料クーポン対象者及び国民健 － 
がん検診の受診勧奨 康保険の被保険者へのハガキや 2 88 (－)
の拡充 電話による受診勧奨を新たに実 (2) (83) － 

施 (－)
（重点化　Ⅰ） 大腸がん検診と肺がん・結核検 － 
大腸がん検診、肺が 診に係る委託単価に初診料相当 － 800 (－)
ん・結核検診の委託 額を加算 (－) (770) － 
単価増額 (－)
（重点化　Ⅰ） 平成26年７月からの予防接種県 － 
定期予防接種の委託 内広域化を受け、定期予防接種 － 737 (－)
単価増額 の委託単価を増額 (－) (737) － 

(－)
（重点化　Ⅱ） 新型インフルエンザ等対策及び － 
感染症患者発生時に エボラ出血熱等危険性の高い感 － 19 (－)
備えた備蓄物資の購 染症への対策に必要な備蓄物資 (－) (17) － 
入 を購入 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 生活衛生センターの一部機能を － 
衛生研究所移転改築 移管し、移転改築 7 38 (－)
の設計 ㉗～㉘設計 (7) (38) 25 

　債務負担行為 (25)
　　期間　㉘ ＜予算案概要＞
　　限度額　67百万円 債務負担行為

　期間　㉘
　限度額　45百万円

（重点化　Ⅱ－②） 南陽学区安心安全な街づくりモ 62 
第二斎場関連事業の デル的事業の実施及び茶屋・橘 522 66 (20)
推進 避難施設の整備 (174) (24) 62 

(20)
（重点化　Ⅱ－②） 擁壁内の地質調査等 － 
八事斎場擁壁補強工 － 14 (－)
事に向けた地質調査 (－) (14) － 
等 (－)
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 南海トラフ巨大地震等の発生に 298 
災害救助用備蓄物資 備え、備蓄物資を段階的に充実 － 304 (298)
の充実 (－) (301) 298 

(－)
（重点化　Ｉ） 敬老パスのＩＣカード化に向け － 
敬老パスのＩＣカー たシステム改修等 － 132 (－)
ド化に向けたシステ (－) (132) 121 
ム改修 (121)
（重点化　Ⅰ） 福祉特別乗車券のＩＣカード化 － 
福祉特別乗車券のＩ に向けたシステム改修等 － 73 (－)
Ｃカード化に向けた (－) (73) 64 
システム改修 (64)
（重点化　Ⅰ） 持続可能な制度運営に向けてあ － 
敬老パスのあり方検 り方を検討 － 12 (－)
討 (－) (12) － 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 再整備計画策定に関する調査検 － 
八事斎場の再整備に 討 － 6 (－)
向けた検討調査 (－) (6) － 

(－)
（重点化　Ⅰ） 消費税率引上げの影響に伴う対
臨時福祉給付金 策として支給 5,845 3,198 

　対象者数　433,000人 (－) (－) 3,198 
　給付額　6,000円 (－)

（重点化　Ⅰ－①） 子宮頸がん予防接種後の健康状
子宮頸がん予防接種 況を把握するための調査 － 16 
調査 (－) (16) 7 

(7)
（重点化　Ⅰ－①） 予防接種費用の半額を助成
Ｂ型肝炎予防接種費 　対象　出生～生後12月 － 146 
用の助成 　実施時期　平成27年10月 (－) (146) 146 

(146)
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 医療人材確保事業について、積算内容を精査のうえ計上
地域包括ケアシステ 87 ナゴヤ版介護予防複合プログラムの導入準備について、
ムの構築・介護保険 (85) 要求通り計上
制度改正への対応 コールセンターの設置及び嘱託員の増員等体制の強化に

係る経費について、積算内容を精査のうえ計上

（重点化　Ⅴ） 積算内容を精査のうえ計上
御器所ステーション 3 
ビル長期修繕計画に (3)
基づく修繕
（重点化　Ⅰ） 積算内容を精査のうえ計上
医療保険制度改革に 3 
伴うシステム改修 (3)

（重点化　Ｖ） 積算内容を精査のうえ計上
記録媒体の変更に伴 102 
うシステム改修 (99)

（重点化　Ⅲ） 積算内容を精査のうえ計上
福祉都市環境整備指 4 
針の改定 (4)

（重点化　Ⅴ） 積算内容を精査のうえ計上
福祉コンシェルジュ 13 
の配置 (13)

（重点化　Ⅰ） 積算内容を精査のうえ計上
がん検診の受診勧奨 11 
の拡充 (10)

（重点化　Ⅰ） 検討のうえ計上せず
大腸がん検診、肺が － 
ん・結核検診の委託 (－)
単価増額
（重点化　Ⅰ） 検討のうえ計上せず
定期予防接種の委託 － 
単価増額 (－)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

2

3

8

9
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1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 積算内容を精査のうえ計上
感染症患者発生時に 9 
備えた備蓄物資の購 (9)
入
（重点化　Ⅱ－②） 積算内容を精査のうえ計上
八事斎場擁壁補強工 8 
事に向けた地質調査 (8)
等
（重点化　Ⅰ） 積算内容を精査のうえ計上
敬老パスのあり方検 6 
討 (6)

（重点化　Ⅱ－②） 要求通り計上
八事斎場の再整備に 6 
向けた検討調査 (6)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 平成27年度からを計画期間とす － 
子ども・若者・子育 る子どもに関する次期総合計画 － 21 (－)
て家庭にやさしいま について、なごや子ども条例と (－) (21) － 
ちなごやＰＲ活動 一体的に広報 (－)
（重点化　Ⅰ－①） （児童虐待防止対策） 9 
家庭復帰支援事業 児童虐待による施設入所児童が 8 9 (7)

家庭に復帰するための支援事業 (7) (7) 9 
を本格実施 (7)

（重点化　Ⅰ－①） （児童虐待防止対策） － 
児童虐待再発防止の 児童虐待の再発防止を図るため、 － 2 (－)
ための保護者支援モ 保護者支援プログラムを実施 (－) (2) － 
デル事業 (－)
（重点化　Ⅰ－①） （児童虐待防止対策） － 
児童虐待防止推進員 児童虐待の通報・相談に対応す － 8 (－)
の配置 る児童虐待防止推進員を区役所 (－) (8) － 

支所に増員　２人 (－)
（重点化　Ⅰ－①） （児童虐待防止対策） － 
産後ケアモデル事業 出産直後の母子に対して、助産 － 15 (－)

所等において宿泊又は日帰りに (－) (12) － 
よる支援をモデル実施 (－)

（重点化　Ⅰ－①） （児童虐待防止対策） － 
母子保健コーディネ 妊婦健診及び乳幼児健診の未受 － 58 (－)
ーターの配置 診者への対応など妊娠期からの (－) (51) － 

切れ目のない支援を充実するた (－)
め、保健所に嘱託職員を配置
　16人

（重点化　Ⅰ－①） 子ども・子育て支援新制度にお 43 
保育所等入所待機児 ける支援事業計画に基づき、平 114 43 (30)
童対策 成28年度に向けたさらなる入所 (82) (30) 43 

枠の確保 (30)
（重点化　Ⅰ－①） 子ども・子育て支援新制度への 83 
保育案内人の配置 対応を踏まえ、教育・保育施設 60 84 (62)

に関する情報提供・相談等、個 (60) (62) 83 
個のニーズに即したきめ細やか (62)
な対応を行うため、区役所・支
所に嘱託職員を配置
　16→22人

7

8

②

②

①

①

5

③

③

③

③

③

③

①

①

予算案

③

財政局
案

1
③

2

3

4
④

④

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

考え方

6
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） より家庭的な環境で養育を行う － 
家庭的養護の推進 ための乳児院への里親支援専門 － 23 (－)

相談員の配置、ファミリーホー (－) (17) － 
ム等への家賃補助、資質向上研 (－)
修事業及び里親ショートステイ ＜財政局案概要＞
等 里親支援専門相談員の配置、資質向

上研修事業及び里親ショートステイ
の実施に係る経費について、局配分
財源で対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ－①） 施設入所児童の養育体制を強化 － 
児童養護施設等にお するための自立支援専門相談員 － 53 (－)
ける養育体制の強化 の配置、障害児受入に対する助 (－) (44) － 

成及び児童養護施設等の職員人 (－)
材確保事業 ＜財政局案概要＞

児童養護施設等の職員人材確保事業
に係る経費について、局配分財源で
対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ－①） ひとり親家庭の中学生に対する 29 
ひとり親家庭の中学 学習サポート事業を拡充 6 33 (18)
生の学習サポートモ 　４区(４カ所)→16区(20カ所) (4) (21) 29 
デル事業 　中１→中１～中２ (18)
（重点化　Ⅰ－①） ひとり親家庭の中学生の学習サ － 
貧困の連鎖防止ネッ ポートモデル事業等と連携しな － 5 (－)
トワークモデル事業 がら、事業参加者等に様々な民 (－) (5) － 

間支援を届ける仕組みを構築 (－)
（重点化　Ⅰ） 公立保育所の社会福祉法人への 603 
公立保育所の社会福 移管に係る経費 380 662 (135)
祉法人への移管準備 　新設整備補助、解体工事、引 (116) (234) 603 

　継共同保育等 (135)

※要求変更
　一部の事業について整備期間
　を変更

9

10

③

③

11
②

②

13
変
更

②

②

③

12

予算案

③

④

④

要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方
番
号

事 項 名
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 短時間就労や家庭での保育が一 4 
一時保育事業 時的に困難となる場合等に、保 8 26 (2)

育所や認定こども園において児 (5) (19) 4 
童を一時的に保育 (2)
　42→45カ所 ＜財政局案概要＞

42→43カ所
＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ－①） 保護者が急な仕事や病気・事故 20 
24時間緊急一時保育 等で緊急に児童を預けなければ 19 21 (18)
モデル事業 ならない場合に、24時間365日 (17) (18) 20 

認可保育所で児童を受け入れる (18)
緊急一時保育モデル事業
　定員３人　１カ所

（重点化　Ⅰ） 子ども・子育て支援新制度の施 67 
子ども・子育て支援 行に伴う業務の増に対応するた 100 128 (67)
新制度への対応 めの職員派遣業務委託等 (100) (128) 67 

(67)
（重点化　Ⅰ－①） 子ども・子育て支援新制度に基 － 
地域子育て支援拠点 づく地域子育て支援拠点を設置 － 31 (－)
の設置 　９カ所 (－) (11) － 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 耐震化が必要な留守家庭児童育 6 
留守家庭児童健全育 成会に対する移転費用等の助成 4 6 (6)
成事業に係る耐震対 (4) (6) 6 
策 (6)
（重点化　Ⅰ） 平成28年度の社会福祉法人への 46 
若松寮の社会福祉法 移管に向けた引継共同養護に係 － 46 (46)
人への移管準備 る経費 (－) (46) 46 

(46)
（重点化　Ⅰ－①） 社会参画につながることを目的 － 
子ども参画推進事業 として、子どもが企画・運営す － 7 (－)

る「子どものまち」を拡大して (－) (7) － 
実施 (－)

（重点化　Ⅴ） 社会保障・税番号制度の導入に 47 
社会保障・税番号制 向け、児童福祉システムを改修 － 58 (27)
度の導入に向けたシ (－) (33) 47 
ステム改修 (27)

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

③

③

②

②

15

16

17

18

19

20

21

14

②

②

財政局
案

③

③

①

①

①

①

②

②

②

②

考え方
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ） トワイライトスクール等におい － 
トワイライトスクー て、安心・安全な見守りを推進 － 10 (－)
ル等における児童の するため、参加児童の入退室管 (－) (10) － 
安全管理体制の推進 理を行うシステムを導入 (－)
（重点化　Ⅰ－①） 第３児童相談所の調査・設計 　 － 
第３児童相談所の設 3 16 (－)
置 　債務負担行為 (3) (16) 1 

　　第３児童相談所の設計 (1)
　　期間　㉘ ＜予算案概要＞
　　限度額　35百万円 第３児童相談所の設置に向けた調査

費を計上

（重点化　Ⅰ） 老朽化したあけぼの学園の改築 23 
あけぼの学園改築の 整備に係る経費 － 39 (23)
設計 　㉗測量　㉗～㉘設計 (－) (39) 23 

(23)
　債務負担行為 ＜財政局案概要＞
　　期間　㉘ 債務負担行為
　　限度額　66百万円 　期間　㉘

　限度額　35百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅱ－②） 耐震化が必要な民間母子生活支 86 
民間母子生活支援施 援施設の改築工事に係る補助 － 86 (7)
設の整備補助 　１カ所 (－) (7) 86 

(7)
（重点化　Ⅰ） にじが丘荘の老朽化対策に向け － 
にじが丘荘施設整備 た調査 － 3 (－)
のあり方調査 (－) (3) － 

(－)
（重点化　Ⅴ） 施設の取り壊し工事等 132 
旧子ども会キャンプ 6 170 (57)
センター中津川キャ (6) (170) 132 
ンプ場の取り壊し (57)
（重点化　Ⅰ） 児童館のリニューアル改修に係 1 
児童館のリニューア る調査 － 1 (1)
ル改修の調査 (－) (1) 1 

(1)

26
③

③

27
②

②

28
①

①

25

22
④

④

④

24

②

②

①

①

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

②
23

財政局
案

考え方
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 公立保育所をエリア支援保育所 － 
エリア支援保育所モ と位置づけ、１～２中学校区を － 11 (－)
デル事業 単位とするエリア内の子育て家 (－) (11) － 

庭や保育所に出向き、相談・支 (－)
援を実施
　サポート園　２カ所
　一般園　　　３カ所

（重点化　Ⅰ） 福祉特別乗車券をＩＣカード化 － 
福祉特別乗車券のＩ するためのシステム改修等 － 5 (－)
Ｃカード化に向けた (－) (5) 4 
システム改修 (4)
（重点化　Ⅰ） 消費税率引上げの影響に伴う対
子育て世帯臨時特例 策として支給 2,388 1,053 
給付金 　対象児童　259,000人 (－) (－) 1,053 

　給付額　3,000円 (－)

29

④

③

30
④

②

31
追
加 ①

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 事業内容を精査のうえ計上
子ども・若者・子育 2 
て家庭にやさしいま (2)
ちなごやＰＲ活動
（重点化　Ⅰ－①） 要求通り計上
児童虐待再発防止の 2 
ための保護者支援モ (2)
デル事業
（重点化　Ⅰ－①） 積算内容を精査のうえ計上
産後ケアモデル事業 7 

(7)

（重点化　Ⅰ－①） 検討のうえ計上せず
母子保健コーディネ － 
ーターの配置 (－)

（重点化　Ⅰ－①） 里親支援専門相談員の配置、資質向上研修事業及び里親
家庭的養護の推進 13 ショートステイについて、要求通り計上

(6)

（重点化　Ⅰ－①） 児童養護施設等の職員人材確保事業について、要求通り計
児童養護施設等にお 18 上
ける養育体制の強化 (9)

（重点化　Ⅰ－①） 積算内容を精査のうえ計上
地域子育て支援拠点 7 
の設置 (3)

（重点化　Ⅰ－①） 要求通り計上
子ども参画推進事業 7 

(7)

（重点化　Ⅰ） 要求通り計上
にじが丘荘施設整備 3 
のあり方調査 (3)

（重点化　Ⅰ－①） サポート園２カ所について、要求通り計上
エリア支援保育所モ 5 
デル事業 (5)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

3

5

6

9

10

17

20

26

29

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 大規模な地震発生時における滞 8 
第２次都市再生安全 在者等の安全確保を図るため、 － 57 (4)
確保計画の作成 第２次都市再生安全確保計画の (－) (28) 8 

作成及び関連設備設置費用の一 (－)
部を助成 ＜財政局案概要＞

費を計上

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅳ－③） リニア中央新幹線の開業を見据 25 
名古屋駅周辺まちづ えた市街地整備計画の検討 20 63 (25)
くりの推進 (20) (63) 25 

(25)
（重点化　Ⅳ－③） リニア中央新幹線の開業を見据 90 
名古屋駅ターミナル えた名古屋駅ターミナル機能強 40 164 (36)
機能の強化 化に向けた調査等 (40) (73) 90 

(60)
（重点化　Ⅳ－③） 久屋大通のテレビ塔エリア・北 10 
栄地区まちづくりプ エリアの整備に向けた民間活力 100 50 (10)
ロジェクトの推進 の導入検討及び社会実験の実施 (100) (50) 20 

並びに栄バスターミナル（噴水 (20)
南のりば）の移設及び南エリア ＜財政局案概要＞
の整備に向けた空間活用のあり
方等の調査検討

※要求変更
　社会実験の実施に係る経費を ＜予算案概要＞
　追加

予算案

1

震災

震災

第２次都市再生安全確保計画の作成

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

事業内容を認め、積算内容を精査の
うえ計上

2
②

②

3
②

②

考え方

4
変
更

②

②

栄バスターミナルの移設及び南エリ
アの整備に向けた空間活用のあり方
等の調査検討に係る経費を計上
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 民間の歴史的建造物の活用を推 － 
歴史的建造物の保存 進するため、クラウドファンデ － 15 (－)
活用支援 ィングを利用して歴史的建造物 (－) (13) － 

を活用しようとする事業者への (－)
支援

（重点化　Ⅱ－②） 老朽化した木造住宅の除却及び 16 
木造住宅密集地域に その建替えに係る費用の一部を － 24 (8)
おける木造住宅の除 助成 (－) (12) 16 
却助成 (8)

＜財政局案概要＞

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅲ－③） 都心部の更なる魅力向上を図る 10 
新たな路面公共交通 ため、ＬＲＴ（次世代型路面電 10 29 (7)
システムの検討 車システム）等の導入について (7) (19) 10 

検討 (7)
（重点化　Ⅲ－③） 都心部の更なる魅力向上を図る 5 
都心部幹線道路の歩 ため、歩行者空間拡充等の道路 － 21 (5)
行者空間拡大等の検 空間における整備内容を検討 (－) (21) 5 
討 (5)
（重点化　Ⅱ－②） 金山総合駅連絡通路橋の耐震補 33 
金山総合駅連絡通路 強工事の設計 5 37 (22)
橋の耐震補強の設計 (5) (25) 33 

(22)
（重点化　Ⅲ） 名古屋都市センターが入る金山 － 
金山南ビル自動火災 南ビルについて老朽化した自動 － 26 (－)
報知設備の更新 火災報知設備を更新 (－) (26) － 

(－)

予算案

5

④

③

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

8
②

②

9
②

②

6

②

②

除却費用の助成に係る経費を計上

7
②

②

10

③

③
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 金城ふ頭における歩行者連絡通 140 
金城ふ頭開発の推進 路の整備、金城ふ頭駐車場の管 109 149 (1)

制機器取得、臨時駐車場の管理 (61) (1) 140 
運営等 (1)

　債務負担行為
　　金城ふ頭歩行者連絡通路の
　　整備
　　期間　㉘
　　限度額　784百万円

　　金城ふ頭駐車場管制機器の
　　取得
　　期間　㉘～㊳ ＜予算案概要＞
　　限度額　418百万円 財政局案通り

（重点化　Ⅳ－③） 東名高速道路守山パーキングエ 298 
守山スマートインタ リアにおけるＥＴＣ専用のイン 867 310 (164)
ーチェンジの整備 ターチェンジの整備 (232) (175) 298 

㉒～㉙整備 (164)
（重点化　Ⅲ） 名古屋市土地開発公社が先行取 － 
中志段味地区事業用 得していた用地の取得等 － 1,982 (－)
地の取得 (－) (203) － 

(－)
（重点化　Ⅲ） 茶屋新田土地区画整理組合に対 374 
茶屋新田地区土地区 する事業費の助成 817 374 (95)
画整理事業助成 舗装工事費補助、水路築造費補 (202) (95) 374 

助 (95)
（重点化　Ⅱ－②） 原則として昭和46～55年度建設 7 
市営住宅の耐震改修 で耐震診断評価Ⅱ－２の市営住 149 7 (1)

宅 (17) (1) 7 
　設計　新規事業１棟 (1)

（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 56 
民間木造住宅の無料 された木造住宅の無料耐震診断 59 56 (14)
耐震診断 を実施 (15) (14) 56 

(14)
（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 231 
民間木造住宅の耐震 された木造住宅の耐震改修費の 318 231 (61)
改修助成 一部を助成 (96) (61) 231 

(61)

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

  金城ふ頭歩行者連絡通路の整備
　期間　㉘
　限度額　647百万円

12
②

②

予算案

11

②

②

＜財政局案概要＞
金城ふ頭歩行者連絡通路の整備及び
臨時駐車場の管理運営等に係る経費
を計上
債務負担行為

15
②

②

16
①

①

13
④

④

14
①

①

17
①

①
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 40 
民間非木造住宅の耐 された非木造住宅の耐震診断費 25 40 (10)
震診断助成 用の一部を助成 (6) (10) 40 

(10)
（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 29 
民間非木造住宅の耐 された非木造住宅の耐震改修費 51 29 (10)
震改修助成 の一部を助成 (16) (10) 29 

(10)
（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 39 
多数の者が利用する された建築物のうち、多数の者 39 39 (10)
建築物の耐震診断助 が利用する民間の建築物の耐震 (10) (10) 39 
成 診断費用の一部を助成 (10)
（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 48 
要緊急安全確認大規 された建築物のうち、法により 139 48 (12)
模建築物の耐震診断 診断を義務付けられた大規模な (41) (12) 48 
助成 建築物の耐震診断費用の一部を (12)

助成

（重点化　Ⅱ－②） 新耐震設計基準の施行前に着工 122 
要緊急安全確認大規 された建築物のうち、法により 185 122 (34)
模建築物の耐震改修 診断を義務付けられた大規模な (51) (34) 122 
助成 建築物の耐震改修費の一部を助 (34)

成

（重点化　Ⅲ） 市街地再開発事業区域内におけ 96 
鳴海駅前市街地再開 る用地取得等 44 111 (19)
発事業 (17) (35) 96 

(19)
（重点化　Ⅳ－③） 名古屋駅地区からささしま・名 － 
名古屋駅周辺地下公 駅南地区方面への地下公共空間 889 136 (－)
共空間整備 の整備に係る設計、調査及び用 (97) (62) － 

地取得 (－)
＜予算案概要＞
設計及び調査に係る経費について、
局配分財源で対応を検討

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

20
①

①

21

①

①

予算案

18
①

①

19
①

①

23
②

②

24

④

③

22

①

①
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） ささしまライブ24地区内におけ 237 
椿町線・笹島線の整 る椿町線・笹島線の掘割部分を － 255 (12)
備(掘割Ⅳ期の整備) 整備 (－) (13) 237 

(12)
　債務負担行為
　　期間　㉘～㉙
　　限度額　1,782百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅳ－③） あおなみ線における蒸気機関車
鉄道を活用した都市 の走行実施に向けた技術的課題 10 31 
魅力向上策の推進 等の検討 (10) (31) 20 

(20)
（重点化　Ⅲ） 設備投資に対する追加出資を実
愛知高速交通株式会 施 － 231 
社への経営支援 (－) (231) 231 

(231)

（単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

25

②

②

＜財政局案概要＞
債務負担行為
　期間　㉘～㉙
　限度額　1,647百万円

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

予算案

＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

26
追
加 ②

27
追
加 ①

（重点化　Ⅳ－③） 事業内容、積算内容を精査のうえ計上
歴史的建造物の保存 10 
活用支援 (10)

（重点化　Ⅲ） 検討のうえ計上せず(金山南ビルの経常営繕費の中で対応)
金山南ビル自動火災 － 
報知設備の更新 (－)

（重点化　Ⅳ－③） 設計及び調査について、積算内容を精査のうえ計上
名古屋駅周辺地下公 62 
共空間整備 (39)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

10

5

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容

24
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緑政土木局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 地震発生時の液状化現象等によ － 
災害時街区復元緊急 り不明確となった街区の位置を － 151 (－)
対策 復元するため、街区の世界座標 (－) (151) － 

をデータ化 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 南海トラフ巨大地震等の災害へ 16 
緊急輸送道路等啓開 対応するため、救援・救助活動 － 20 (16)
計画の策定 等を支える緊急輸送道路等を迅 (－) (20) 16 

速に確保することを目的とした (－)
道路啓開計画を策定

（重点化　Ⅱ－②） 災害発生時の緊急輸送道路網を 1,222 
橋りょうの耐震補強 確保するため、緊急輸送道路等 1,473 1,270 (124)

の橋りょうの耐震補強を実施 (143) (171) 1,222 
　日の出橋始め10橋 (124)

（重点化　Ⅱ－②） 南海トラフ巨大地震をはじめと － 
河川・排水施設の震 する地震・津波に備えるため、 － 200 (－)
災対策 河川堤防や排水施設の耐震化等 (－) (200) － 

を実施 (－)
　河川堤防、排水路、ポンプ所､
　ため池の整備
　たん水排除の検討
　河川台帳の調製

（重点化　Ⅳ－③） 納屋橋エリアにおいて堀川浄化 － 
納屋橋地区における 策及びにぎわいづくりの実施 28 26 (－)
堀川浄化策等の実施 (28) (26) － 

(－)
（重点化　Ⅲ） 街路樹の倒木等の事故防止対策 － 
街路樹の緊急安全対 として、街路樹の撤去等を実施 － 736 (－)
策 (－) (736) － 

(－)

考え方

予算案

1
③

③

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

5
④

④

2

震災

震災

3
②

②

4

③

③

6

③

③
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緑政土木局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 東山動植物園再生プラン新基本
 795 
東山動植物園再生整 計画に基づく園内施設等の整備 388 1,051 (379)
備 や営業施設の導入等 (197) (498) 795 

(381)
　債務負担行為 ＜財政局案概要＞
　　東山動植物園獣舎等の建設 債務負担行為
　　期間　㉘～㉙ 　東山動植物園獣舎等の建設
　　限度額　1,700百万円 　期間　㉘～㉙

　限度額　1,515百万円
　　東山動植物園正門トイレの
　　整備 　東山動植物園正門トイレの整備
　　期間　㉘ 　期間　㉘
　　限度額　74百万円 　限度額　60百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り

（単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

予算案

7

②

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

（重点化　Ⅱ－②） 積算内容を精査のうえ計上
災害時街区復元緊急 150 
対策 (150)

（重点化　Ⅱ－②） 事業内容を精査のうえ計上
河川・排水施設の震 54 
災対策 (54)

（重点化　Ⅲ） 検討のうえ計上せず
街路樹の緊急安全対 － （街路樹の経常維持管理経費の中で対応）
策 (－)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

4

6

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容
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消防局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ）　 救急隊の増隊に伴う有松出張所 － 
救急隊増隊のための の事務室等の改修 － 7 (－)
有松出張所の改修 (－) (7) 7 

(7)
（重点化　Ⅱ－②） 老朽化した瑞穂消防署のリニュ 30 
瑞穂消防署リニュー ーアル改修に向けた設計 1 30 (30)
アル改修の設計 ㉖基本調査 (1) (30) 30 

㉗設計 (30)
㉘～㉚改修

（重点化　Ⅱ） はしご車　　２両 573 
消防車両の購入 化学車　　　１両 386 681 (58)

クレーン車　１両 (66) (78) 600 
指揮車　　　６両 (70)
救急車　　　７両

はしご車２両、化学車１両、クレー
ン車１両、指揮車２両及び救急車６
両の購入費を計上
＜予算案概要＞
はしご車２両、化学車１両、クレー
ン車１両、指揮車２両及び救急車７
両の購入費を計上

（重点化　Ⅱ－②) 消防団詰所　 26 
消防団詰所新築等負 　新築　１団 16 26 (26)
担金 　改築　３団 (16) (26) 26 

(26)
（重点化　Ⅱ－②） 消防団活動用無線機の購入 22 
消防団活動用デジタ 　828台 41 22 (22)
ル無線機の購入 (41) (22) 22 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 南海トラフ巨大地震等発生時に 6 
消防署の非常用発電 必要な電力を確保するため非常 － 6 (6)
機整備の設計 用発電機の機能を強化 (－) (6) 6 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 災害時要援護者等に対する支援 2 
家具の固定ができる のため、地域に家具の固定がで － 3 (2)
ボランティアの養成 きるボランティアの養成及び派 (－) (3) 2 
及び派遣 遣を実施 (－)

3

4
①

①

震災

震災

5
震災

震災

6
震災

震災

7

番
号

事 項 名

財政局
案

考え方

2

要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

1

予算案

④

①

②

②

②

②

＜財政局案概要＞
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消防局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 消防救急無線のデジタル方式へ 45 
消防救急無線の整備 の移行に向けた移動中継機能付 61 153 (45)

無線装置の購入及び情報端末の (1) (153) 45 
整備等 (45)

＜財政局案概要＞
情報端末の整備等に係る経費を計上
＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅱ－②） 耐震補強工事　20基 130 
防火水槽の耐震補強 54 130 (11)

(28) (11) 130 
(－)

9
震災

震災

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

②

8

財政局
案

考え方

予算案

②
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消防局（防災危機管理局） （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 大規模自然災害等に備えた強靱 2 
国土強靱化地域計画 な地域づくりを、総合的かつ計 － 2 (2)
の策定 画的に進めるうえで必要な国土 (－) (2) 2 

強靱化地域計画の策定 (2)
（重点化　Ⅱ－②） 大規模災害発生時に想定される 10 
帰宅困難者対策に係 多数の帰宅困難者対策のため備 － 10 (－)
る備蓄物資の購入 蓄物資を購入 (－) (－) 10 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 同報無線の更新・増強に係る設 30 
同報無線整備の設計 計 3 37 (15)

(3) (18) 30 
(－)

（重点化　Ⅱ－②） 防災情報伝達手段の多様化を図 － 
コミュニティＦＭと るため、コミュニティＦＭと連 － 17 (－)
の連携 携 (－) (9) － 

(－)
（重点化　Ⅱ－②) 地域ごとの特性に応じた地域避 12 
地域避難行動計画策 難行動計画を策定するための支 － 15 (12)
定支援 援 (－) (15) 12 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 津波浸水のおそれのある避難所 20 
防災行政無線の移設 に設置してある防災行政無線デ － 22 (20)

ジタル移動系の移設 (－) (22) 20 
(－)

（重点化　Ⅱ－②） 市民の減災行動推進のため、大 2 
大学と連携した減災 学と連携し、最新の学術的知見 － 5 (2)
行動の推進 や情報を取り入れた共同研究等 (－) (5) 2 

(－)
（重点化　Ⅱ－②） 全市立小中学校へ発電機・投光 144 
避難所への発電機・ 器を整備 － 157 (144)
投光器の整備 (－) (157) 144 

　 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 津波被害が懸念される区域の生 21 
街路灯への海抜表示 活道路の歩道上にある街路灯に － 49 (18)

海抜を表示 (－) (45) 21 
(－)

（重点化　Ⅱ－②） 防災備蓄物資の増加等に伴う防 20 
防災備蓄スペースの 災備蓄スペースの整備 － 26 (20)
整備 (－) (26) 20 

(－)

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

予算案

15
震災

12
震災

震災

震災

震災

①

10

13
震災

19
震災

震災

17
震災

震災

震災

①

①

16
震災

震災

18
震災

14
震災

震災

11
①
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消防局（防災危機管理局） （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 南海トラフ巨大地震等への対策 6 
避難所運営訓練等の として、避難所運営訓練等を各 8 6 (6)
実施 区で実施 (8) (6) 6 

(－)
（重点化　Ⅱ）　 東日本大震災で被害を受けた岩 37 
被災地域への支援 手県陸前高田市及び宮古市並び 46 39 (25)

に宮城県気仙沼市を支援するた (28) (27) 37 
めの職員派遣等 (25)

（重点化　Ⅱ－②） 震災対策実施計画に掲げた事業
震災対策事業基金の の着実な推進を図るための基金 － 4,501 
設置 を設置 (－) (4,500) 4,501 

(4,500)

22
追
加 ①

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要

20
震災

震災

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

21
②

②
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） （学力向上の推進） － 
ことばの力育成事業 学習の基本となることばの力の － 105 (－)

向上を図るための施策 (－) (105) － 
　「スピーチしようよ」プログ (－)
　ラムの製作
　学校図書館司書の配置
　国語科標準学力調査の実施等

（重点化　Ⅰ－①） （学力向上の推進） － 
教師力フォローアッ 確かな指導力をもった教員を育 － 14 (－)
プ等の実施 成するための施策 (－) (11) － 

　教師力フォローアップ (－)
　新任教員応援セミナー
　大学生等を対象としたインタ
　ーンシップ

（重点化　Ⅰ－①） （学力向上の推進） － 
小学校における教科 きめ細やかな教科指導により基 － 47 (－)
担任制の試行実施 礎学力を着実に身につけさせる (－) (41) － 

ため、小学校高学年で教科担任 (－)
制を試行実施

（重点化　Ⅰ－①） （学力向上の推進） － 
学校におけるＩＣＴ タブレット型パソコンや電子黒 － 15 (－)
環境の充実 板機能付タブレットを平成28年 (－) (15) － 

３月から導入 (－)
　小学校60校
　中学校26校

3

4

2

③

③
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） いじめや不登校など児童生徒に － 
なごや子ども応援委 関わる諸問題へ対応するなごや 64 43 (－)
員会の体制強化 子ども応援委員会の体制を強化 (57) (39) 14 

　スクールポリス勤務時間の増 (11)
　加 ＜予算案概要＞
　問題行動未然防止の取組み スクールポリス勤務時間の増加及び
　特別校外研修 スタッフ増員に伴う運営費用を計上
　スタッフ採用試験 し、問題行動未然防止の取組み、特
　市大と連携した効果測定 別校外研修、スタッフ採用試験及び
　市大における寄附講座開設 市大と連携した効果測定について局
　スタッフ増員に伴う運営費用 配分財源で対応を検討

（重点化　Ⅰ－①） スクールカウンセラー通年配置 37 
スクールカウンセラ の拡充 16 39 (25)
ーの配置拡充 　小学校60→131校 (11) (26) 37 

　特別支援学校４校 (25)
＜財政局案概要＞
小学校131校への通年配置の拡充に
係る経費を計上し、特別支援学校４
校について局配分財源で対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ－①） いじめや不登校の防止及び早期 － 
学校生活アンケート 発見のため全市立小・中・高等 81 81 (－)
の実施 学校の児童生徒を対象に実施 (81) (81) 40 

(40)
（重点化　Ⅰ－①） 児童生徒の、集団の一員として － 
学校における仲間づ より良い生活や人間関係を築こ － 3 (－)
くり推進事業 うとする態度の育成 (－) (3) － 

　32→64校 (－)
（重点化　Ⅰ－①） 子ども適応相談センターの狭あ 132 
子ども適応相談セン い化緩和等のため、旧つながれ － 152 (132)
ター第２サテライト っとＮＡＧＯＹＡを活用し開設 (－) (152) 132 
スクールの運営 　平成27年６月　運営開始 (132)
（重点化　Ⅰ－①） 相談施設を集約化し、効率的に － 
子ども・教育に関す 各機能が連携する施設の整備方 － 5 (－)
る総合的な相談施設 法についての調査等 (－) (5) － 
の整備 (－)

②

平成
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要求額 予算案
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 不登校児童生徒の減少を図るた － 
不登校対応支援講師 めの講師の配置を拡充 － 51 (－)
の拡充 　40→65人 (－) (34) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－①） 日本語指導が必要な児童生徒に － 
日本語指導講師の拡 対する日本語指導や適応指導を － 6 (－)
充 実施するための講師の配置を拡 (－) (4) － 

充　31→34人 (－)
（重点化　Ⅰ－①） 子ども・子育て支援新制度の施 － 
幼稚園の今後のあり 行に伴い、市立幼稚園の今後の － 13 (－)
方検討 あり方について検討 (－) (12) － 

　市立幼稚園基本方針の策定 (－)
　教育内容の研究
　　長時間預かり保育の拡充等

（重点化　Ⅰ－①） （児童生徒への合理的配慮） － 
発達障害の可能性の 発達障害の可能性のある児童生 － 94 (－)
ある児童生徒への対 徒に対する学校生活における支 (－) (65) － 
応の充実 援 (－)

　発達障害対応支援講師の配置
　　58→72人
　発達障害対応支援員の配置
　　54→70人
　通級指導定着支援員の配置
　　16人

（重点化　Ⅰ－①） （児童生徒への合理的配慮） － 
医療的ケアが必要な 医療的ケアが必要な障害のある － 24 (－)
障害のある児童生徒 児童生徒に対する学校生活にお (－) (18) － 
の学校生活支援 ける支援 (－)

　看護介助員　５→13人
　医療的ケア連絡協議会の開催
　臨時的栄養士の配置　３人

　

③

③

③

③

③

③
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） （児童生徒への合理的配慮） － 
学校生活介助アシス 学校生活上で支援が必要な児童 － 4 (－)
タント派遣事業の拡 生徒に対する学校生活介助アシ (－) (4) － 
充 スタントの配置を拡充 (－)

　37,000→40,000時間

（重点化　Ⅱ－②） 幼児等の安全確保のため、各園 － 
防災ヘルメットの配 に防災用ヘルメットを配備 － 6 (－)
備 　幼稚園23園 (－) (6) － 

(－)
（重点化　Ⅰ） 社会保障・税番号制度導入に伴 30 
就学援助システムの い就学援助事務を適切かつ効率 － 39 (30)
改修 的に行うためのシステムを改修 (－) (39) 30 

(30)
（重点化　Ⅰ） 老朽化が進み、耐震性能が不足 － 
教育館の移転改築 している教育館の移転改築にか － 542 (－)

かる用地取得及び設計 (－) (167) 506 
(6)

＜予算案概要＞
基本構想の策定費として計上し、用
地は用地先行取得特別会計で先行取
得

（重点化　Ⅱ－②） スポーツセンター等の大規模空 － 
スポーツセンター等 間の吊り天井撤去等に向けた調 － 35 (－)
の天井等落下防止対 査・設計 (－) (32) 31 
策調査 (－)
（重点化　Ⅰ－①） 小学校の学習環境の充実を図る 5,664 
小学校普通教室空調 ため、普通教室に空調設備を整 － 6,033 (1,234)
設備の整備 備 (－) (1,347) 5,664 

　工事　2,252室 (1,234)
（重点化　Ⅴ） 築40年程度経過した東志賀小学 536 
小学校のリニューア 校の校舎のリニューアル改修 － 633 (120)
ル改修 　㉖～㉗改修 (－) (148) 536 

(120)
（重点化　Ⅰ） 敷地境界部分の整備のため、機 140 
小学校空調設備等改 械室の撤去とそれに伴う空調設 － 161 (32)
修工事 備等を改修 (－) (38) 140 

(32)
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ） 経年劣化した学校運動場を整備 － 
運動場の改修 　小学校10校 － 264 (－)

　中学校５校 (－) (45) － 
(－)

（重点化　Ⅴ－①） 老朽化が進んだ学校のトイレを － 
学校トイレさわやか 明るく清潔で快適なものにする － 101 (－)
改修 ための改修にかかる設計 (－) (101) － 

　小学校200カ所 (－)
　中学校100カ所

（重点化　Ⅱ－②） 体育館や格技場等の大規模空間 1,486 
小・中・高等学校の の吊り天井撤去等 1,490 1,614 (139)
天井等落下防止対策 　64校 (111) (431) 1,486 

(－)
（重点化　Ⅴ） 昭和55年以前に建設され、大規 － 
校舎等の大規模改造 模改造未実施の校舎等を対象と 187 7,639 (－)

した設計・工事 (187) (2,544) 1,156 
　校舎等　設計　約3.4万㎡ (211)
　　　　　工事　約5.5万㎡ ＜予算案概要＞

小学校校舎　工事　約1.1万㎡

（重点化　Ⅰ－①） 肢体不自由学級設置校において 110 
肢体不自由学級設置 エレベーターを整備 － 134 (31)
校へのエレベーター 　中学校１校 (－) (40) 110 
の整備 (31)
（重点化　Ⅰ－①） 小規模校対策による統合校であ 363 
なごや小学校新校舎 るなごや小学校の建設等 50 394 (126)
の建設 　㉗～㉘工事　 ㉙供用開始 (50) (310) 363 

(126)
　債務負担行為 ＜財政局案概要＞
　　なごや小学校の建設 債務負担行為
　　期間　㉘ 　なごや小学校の建設
　　限度額　1,871百万円 　期間　㉘

　限度額　1,674百万円

＜予算案概要＞
財政局案通り
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 学校整備に必要な用地の取得 － 
学校用地の取得 　１校 － 874 (－)

(－) (90) 874 
(3)

＜予算案概要＞
用地先行取得特別会計で先行取得

（重点化　Ⅰ－①） 世界で活躍する人材を育てるた － 
高等学校におけるグ め新学科・コースを創設し、理 － 64 (－)
ローバル人材の育成 数教育及び外国語教育等を充実 (－) (64) 40 

(40)
（重点化　Ⅰ－①） 職業教育へのニーズの高まりや － 
高等特別支援学校の 高等部の生徒増加による特別支 － 9 (－)
整備 援学校の狭あい化に対応するた (－) (9) 3 

めの高等特別支援学校の整備に (3)
かかる基本構想の策定等 ＜予算案概要＞

整備に向けた調査費として計上

（重点化　Ⅰ－①） 愛知県が実施する授業料軽減補 － 
私立高等学校授業料 助事業の対象外の世帯へ補助 － 14 (－)
補助 　市民税所得割額 (－) (14) － 

　　　325,500円未満の世帯 (－)
　　補助額　年26,000円
　　　　　　　→34,000円
　市民税所得割額
　　　325,500円以上
　　　～415,500円未満の世帯
　　補助額　年15,000円
　　　　　　　→22,000円

（重点化　Ⅰ－①） 伝統芸能や郷土史探索など体験 － 
土曜日の教育活動推 を重視した土曜日の学習プログ － 14 (－)
進事業 ラム (－) (11) － 

　小学校３→16校 (－)
（重点化　Ⅳ－③） 名古屋三大祭に関連した山車行 － 
名古屋の山車行事の 事についての調査 － 18 (－)
総合調査 (－) (12) － 

(－)
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 市内の文化財についての歴史文 － 
歴史文化基本構想の 化基本構想策定に向けた総合的 － 4 (－)
策定 な調査 (－) (2) － 

(－)
（重点化　Ⅳ－③） 国史跡である志段味古墳群を活 949 
歴史の里の整備 用し、体験・学習できるエリア 142 1,281 (153)

を整備するとともに、日本遺産 (23) (351) 949 
認定に向けた取り組みを実施 (153)
　古墳・緑地等整備 ＜財政局案概要＞
　ガイダンス施設設計 古墳整備、用地取得及び埋蔵文化財
　用地取得 発掘調査に係る経費を計上し、古墳
　埋蔵文化財発掘調査 等管理及び普及啓発事業等に係る経
　古墳等管理 費について局配分財源で対応を検討
　普及啓発事業等

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅳ－③） 開館から37年が経過した博物館 － 
博物館の魅力向上の のソフト・ハード両面の機能を － 8 (－)
ための基本構想の策 刷新するための新たな博物館の (－) (8) － 
定 基本構想を策定 (－)
（重点化　Ⅳ－③） 遊歩道、池及び正面入口付近タ － 
美術館の魅力向上 イルの修復等や作品収蔵スペー － 44 (－)

スを確保するための収蔵庫の改 (－) (44) － 
造 (－)

（重点化　Ⅰ） 狭小、老朽化及び耐震性能の問 － 
千種図書館整備手法 題を解消するための整備手法の － 3 (－)
の調査 検討・調査 (－) (3) － 

(－)
（重点化　Ⅴ） 老朽化が進み、バリアフリー対 346 
緑図書館のリニュー 策や耐震対策が未実施の緑図書 18 349 (78)
アル改修 館をリニューアル改修 (18) (81) 346 

　㉕耐震対策調査、測量 (78)
　㉖設計
　㉗工事

（重点化　Ⅱ－②） 対策が必要とされた図書館 9 
図書館の耐震改修 　１館 － 11 (5)

(－) (3) 9 
(5)

36

②

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

37

38

41

②

②

②

40
④

④

②

42

予算案

③

財政局
案

考え方

③

③

④

③

④

39

-  60  -



教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ） 想定以上の稼動時間により経年 152 
科学館プラネタリウ 劣化等が進んだシステム機器を － 170 (116)
ム機器の更新 計画的に更新 (－) (170) 152 

(116)
（重点化　Ⅱ－②） 避難所施設等の窓ガラスへの飛 45 
スポーツセンター等 散防止対策 － 58 (45)
の窓ガラス飛散防止 　生涯学習センター、スポーツ (－) (56) 45 
対策 　施設等 (－)
（重点化　Ⅰ） 瑞穂公園野球場での場外ファウ － 
瑞穂公園野球場場外 ルボール対策として防球ネット － 146 (－)
ファウルボール対策 を設置 (－) (8) － 

(－)
（重点化　Ⅰ） 経年劣化した瑞穂公園陸上競技 145 
瑞穂公園陸上競技場 場の芝生を全面張替 － 163 (8)
芝生フィールドの改 (－) (9) 145 
修 (－)
（重点化　Ⅰ－③） ２月補正予算で要求
瑞穂公園施設用地の － 
取得 (－)

（重点化　Ⅰ） 市民が快適かつ安全に利用でき － 
名古屋市体育館の空 るようにするための空調設備の － 3 (－)
調設備の整備 整備の設計 (－) (3) － 

(－)
（重点化　Ⅱ） 子どもの安心・安全を守るため － 
子どもの安心・安全 子ども安全ボランティアに啓発 － 11 (－)
事業（啓発用ベスト 用ベストを配付 (－) (7) － 
の配付） (－)
（重点化　Ⅰ－①） 子どもの体力向上を図るため、 － 
元気いっぱいなごや 運動習慣を身につけさせる施策 － 4 (－)
っ子の育成 を実施 (－) (4) － 

　一校一運動の取り組み等 (－)
（重点化　Ⅱ－②） 建物強度確認調査の結果、耐震 137 
小・中・高等学校の 性が不十分と判断された校舎等 105 158 (2)
耐震改修 の耐震改修 (2) (6) 137 

　小学校３校 (2)
　中学校１校
　高等学校１校

②

51

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

予算案
考え方

③

②

②

震災

震災

④

②

②

④

④

④

43

番
号

45

46

44

47

48

49
③

50
③

③

②
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ－②） 地震や大雨による土砂災害から － 
中学校の擁壁改修 生徒・地域住民等の安全を確保 － 11 (－)

するため、中学校の擁壁を改修 (－) (11) － 
　１校 (－)
　㉗工法調査、設計 ＜財政局案概要＞
　㉘工事 工法調査費について、局配分財源で

対応を検討

＜予算案概要＞
財政局案通り

（重点化　Ⅰ） 高等学校教育に対するニーズの － 
高等学校の今後のあ 変化などを踏まえて、市立高等 － 5 (－)
り方検討 学校の今後のあり方について検 (－) (5) 3 

討 (3)
（重点化　Ⅰ－①） 高度な知識・技術を身に付けた － 
なごや「ものづくり 技能者を育成するため、高等学 － 35 (－)
スト」養成計画 校における特色ある工業教育を (－) (35) 3 

実施 (3)
　デュアルシステム導入に係る ＜財政局案概要＞
　調査 デュアルシステム導入に係る調査費
　有人飛行機の製作 及び有人飛行機の製作に係る経費に
　Ｂ６型蒸気機関車設計図復元 ついて、局配分財源で対応を検討
　・整備
　工業系生徒ドイツ派遣に係る ＜予算案概要＞
　調査 Ｂ６型蒸気機関車の動態展示に向け

た調査費として計上し、デュアルシ
ステム導入に係る調査費及び有人飛
行機の製作に係る経費について、局
配分財源で対応を検討

（重点化　Ⅳ－③） 市が保有している古民家等の部 － 
森川邸田舎家の再現 材を活用した森川邸田舎家の再 － 100 (－)
整備 現整備に向けて寄附を募集し、 (－) (－) 100 

教育基金に積立 (－)

②

③

要 求 概 要

④

考え方

③

55

④

①

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

財政局
案

予算案

③

54

②

番
号

事 項 名

52

53
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－③） 国内最高峰の大会である日本選 － 
日本選手権大会の開 手権大会の開催に向けた設備改 － 59 (－)
催 修等 (－) (59) 36 

　㉘日本陸上競技選手権大会 (－)
　㉙日本選手権水泳競技大会

（重点化　Ⅰ－③） コース変更に伴う、実行委員会
マラソンフェスティ への共催負担金の増 － 6 
バルコースの変更 (－) (6) － 

(－)

平成
27年度
要求額

財政局
案

考え方

予算案

④

④

②

番
号

事 項 名 要 求 概 要
平成
26年度
予算額

56

57
追
加
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＜参考＞　臨時・政策経費（局配分財源対応一覧）

教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 国語科標準学力調査等について、積算内容を精査のうえ計
ことばの力育成事業 40 上

(40)

（重点化　Ⅰ－①） 積算内容を精査のうえ計上
教師力フォローアッ 14 
プ等の実施 (11)

（重点化　Ⅰ－①） 検討のうえ計上せず
学校におけるＩＣＴ － 
環境の充実 (－)

（重点化　Ⅰ－①） 問題行動未然防止の取組み、特別校外研修、スタッフ採用
なごや子ども応援委 5 試験及び市大と連携した効果測定について、積算内容を精
員会の体制強化 (4) 査のうえ計上

（重点化　Ⅰ－①） 特別支援学校４校について、積算内容を精査のうえ計上
スクールカウンセラ 1 
ーの配置拡充 (1)

（重点化　Ⅰ－①） 32→40校
学校における仲間づ 1 
くり推進事業 (1)

（重点化　Ⅰ－①） 検討のうえ計上せず
不登校対応支援講師 － 
の拡充 (－)

（重点化　Ⅳ－①） 検討のうえ計上せず
日本語指導講師の拡 － 
充 (－)

（重点化　Ⅰ－①） 市立幼稚園基本方針の策定について、積算内容を精査のう
幼稚園の今後のあり 4 え計上
方検討 (4)

（重点化　Ⅰ－①） 発達障害対応支援講師　58→65人
発達障害の可能性の 19 発達障害対応支援員　54→57人
ある児童生徒への対 (11) 通級指導定着支援員　１人
応の充実

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

2

4

5

1

番
号

事項名（再掲）
平成
27年度
予算案

対 応 内 容

6

8

12

13

14

11
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 看護介助員　５→７人
医療的ケアが必要な 8 医療的ケア連絡協議会の開催について、積算内容を精査の
障害のある児童生徒 (6) うえ計上
の学校生活支援 臨時的栄養士の配置　３人
（重点化　Ⅰ－①） 検討のうえ計上せず
学校生活介助アシス － 
タント派遣事業の拡 (－)
充
（重点化　Ⅰ－①） 小学校　３→８校
土曜日の教育活動推 2 
進事業 (2)

（重点化　Ⅳ－③） 積算内容を精査のうえ計上
名古屋の山車行事の 12 
総合調査 (8)

（重点化　Ⅳ－③） 積算内容を精査のうえ計上
歴史文化基本構想の 4 
策定 (2)

（重点化　Ⅳ－③） 普及啓発事業等について、積算内容を精査のうえ計上
歴史の里の整備 8 

(4)

（重点化　Ⅳ－③） 事業内容、積算内容を精査のうえ計上
美術館の魅力向上 5 

(5)

（重点化　Ⅱ） 検討のうえ計上せず
子どもの安心・安全 － 
事業（啓発用ベスト (－)
の配付）
（重点化　Ⅰ－①） 積算内容を精査のうえ計上
元気いっぱいなごや 2 
っ子の育成 (2)

（重点化　Ⅱ－②） 工法調査費について、積算内容を精査のうえ計上
中学校の擁壁改修 3 

(3)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

番
号

事項名（再掲）

37

対 応 内 容
平成
27年度
予算案

15

16

34

35

36

39

49

50

52
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） デュアルシステム導入に係る調査費及び有人飛行機の製作
なごや「ものづくり 4 に係る経費について、積算内容を精査のうえ計上
スト」養成計画 (4)

※臨時・政策経費のうち、「局配分財源で対応を検討」となったものの一覧です。

番
号

平成
27年度
予算案

対 応 内 容事項名（再掲）

54
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（25年度評価事業） 外部の専門家の活用等により仲 3,183 
卸売市場の経営管理 卸業者に対する業務・財務検査 3,372 3,183 (581)
（本場・北部市場） を一部委託化 (834) (581) 3,183 

(581)

健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（23年度評価事業） 社会福祉審議会の意見具申や平 14,147 
敬老パスの交付 成26年２月市会における附帯決 13,664 14,147 (13,057)

議等を踏まえ、交通局への負担 (12,589) (13,057) 14,147 
金の積算単価を見直し (13,057)
　単価割引率
　　△10.7％→△15.2％

　　　外部評価を実施した事業であって、各局が配分された財源
　　　とは別に要求する事業

６　外部評価実施事業

予算案

番
号

事 項 名 要 求 概 要

財政局
案

1

①

①

番
号

事 項 名 要 求 概 要

財政局
案

考え方

1

予算案

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

平成
26年度
予算額

平成
27年度
要求額

①

①

考え方
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７　新規・拡充事業

市長室 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ） 公式代表団の派遣、トリノ市で 15 
トリノ市姉妹都市提 の名古屋デーの開催、記念品の － 15 (15)
携10周年記念事業 寄贈 (－) (15) 15 

(15)
（重点化　Ⅳ） 公式代表団の派遣、シドニー市 12 
シドニー市姉妹都市 での名古屋デーの開催、記念品 － 12 (12)
提携35周年記念事業 の寄贈 (－) (12) 12 

(12)
（重点化　Ⅳ） 第２次多文化共生推進プラン策 4 
第２次多文化共生推 定に向けた外国人市民アンケー － 4 (4)
進プランの策定調査 ト調査 (－) (4) 4 

(4)

総務局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅴ） 平成27年国勢調査の実施 1,140 
国勢調査の実施 調査期日　平成27年10月１日 － 1,140 (－)

(－) (－) 1,140 
(－)

（重点化　Ⅴ） 任期満了日　平成27年４月29日 196 
県議会議員一般選挙 101 196 (－)
の執行 (－) (－) 196 

(－)

　

　　　各局が配分された財源の範囲内で行う新規・拡充事業

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

①

番
号

①

①

①

①

3
①

1

2

財政局
案

考え方

予算案
事 項 名 見 積 概 要

2
①

①

考え方

予算案

①

財政局
案

①
1

平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額
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市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 犯罪抑止効果が見込まれる防犯 34 
街頭犯罪抑止環境整 灯のＬＥＤ化に対する助成につ 32 34 (34)
備事業助成（防犯灯 いて、補助内容を見直すととも (32) (34) 34 
ＬＥＤ化助成） に補助灯数を拡充 (34)

補助内容
　機器購入費・工事費等の2/3
　以内、上限25千円／灯
　→10Ｗ灯の現物給付及び工事
　　費等補助上限５千円／灯　
　　　　　　　　　　　　など
補助灯数
　2,000→3,400灯

（重点化　Ⅳ－③） 商店街の魅力向上や地域コミュ
商店街魅力向上事業 ニティの活性化を図る取組みに 43 76 
助成 対して助成 (40) (46) 76 

(46)

環境局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅲ） 平成26年11月開催のＥＳＤユネ 8 
なごやＥＳＤ促進事 スコ世界会議の開催都市として、 － 8 (8)
業 環境問題に主体的に取り組む人 (－) (8) 8 

材の育成を目指した市民参加型 (8)
事業等を実施

2
追
加 ①

1

平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

①

番
号

事 項 名 見 積 概 要

財政局
案

考え方

予算案

1

予算案

①

①

①

財政局
案

考え方
番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅲ） 障害者差別解消法の施行に向け 11 
障害者差別解消法へ て、相談・紛争解決の体制整備 5 11 (4)
の対応 の検討や障害者理解の推進を図 (4) (4) 11 

る啓発活動等 (4)
（重点化　Ⅰ） 給付品目や耐用年数等について 661 
重度障害者（児）日 現在の社会情勢や障害者の生活 655 661 (165)
常生活用具給付制度 実態を反映した内容に改正し、 (164) (165) 661 
の充実 給付 (165)
（重点化　Ⅰ－①） 障害者福祉に従事する人材確保 3 
障害者福祉人材確保 のため、介護職のイメージアッ － 3 (3)
事業 プ広報及び潜在的有資格者の復 (－) (3) 3 

職支援に向けたセミナーを実施 (3)
（重点化　Ⅰ－①） 生活保護世帯等の中学生に対し 64 
生活保護世帯等の中 学習支援を実施し、高校進学を 21 64 (32)
学生の学習サポート 支援するとともに、子どもの居 (－) (32) 64 
モデル事業 場所づくり等を総合的に支援 (32)

　モデル実施　６→９区

（重点化　Ⅰ） 福祉用具の購入における受領委 6 
福祉用具購入費受領 任払い制度の導入に伴うシステ － 6 (6)
委任払い制度の実施 ム改修等 (－) (6) 6 

(6)
（重点化　Ⅰ） 市役所本庁舎で実施しているＡ 1 
ＡＥＤ貸出事業の拡 ＥＤの貸出窓口を新たに各区へ － 1 (1)
充 設置 (－) (1) 1 

(1)
（重点化　Ⅰ） 二次及び小児救急ネットワーク 436 
救急医療体制運営費 ７５８参加医療機関を安定的に 424 436 (428)
補助金の拡充 確保するため、補助単価を増額 (416) (428) 436 

(428)
（重点化　Ⅱ） 土曜日エイズ検査の受検者定員 6 
土曜日エイズ検査の を増加するとともに、予約制を 4 6 (3)
拡充 導入 (2) (3) 6 

　定員　50→70名 (3)
（重点化　Ⅱ） 従来の住所不定者等に加え、新 2 
ホームレス等結核健 たに外国人を対象とした結核健 2 2 (－)
診 康診断 (－) (－) 2 

(－)

4

①

7

①

考え方

①

1

2

5
①

①

①

①

①

①

①
3

①

8

①
6

①

①

①

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額 予算案

財政局
案

①

9
①

①
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 国の手引き改訂に伴い、乳幼児 19 
結核接触者等委託健 の結核接触者に対してＩＧＲＡ 18 19 (9)
診 検査を追加 (8) (9) 19 

(9)
（重点化　Ⅰ） 難病の患者に対する医療等に関 17 
難病の患者に対する する法律の施行に基づく申請書 9 17 (9)
医療等に関する法律 等の受付、医療受給者証交付事 (6) (9) 17 
施行事務 務等を実施 (9)
（重点化　Ⅱ） 若年者を重点対象とした危険ド 2 
危険ドラッグに関す ラッグに関する啓発 － 2 (2)
る啓発 (－) (2) 2 

(2)
（重点化　Ⅱ） 食品の表示を効果的に監視する 3 
食品表示法施行事務 ための体制の整備及び事業者に － 3 (3)

対する新基準の周知 (－) (3) 3 
(3)

（重点化　Ⅱ） のら猫による迷惑防止の更なる 6 
のら猫による迷惑防 推進を図るため、のら猫を適正 3 6 (6)
止対策の充実 に管理する市民ボランティアへ (3) (6) 6 

の助成等を充実 (6)
（重点化　Ⅰ） 食育基本法に基づき、食育を総 3 
第３次食育推進計画 合的に推進するための計画を策 1 3 (3)
の策定 定 (1) (3) 3 

　計画期間　平成28～32年度 (3)
（重点化　Ⅱ） 保健委員の業務実態に鑑み、新 4 
保健環境委員制度の たに保健環境委員制度を創設 4 4 (4)
創設 (4) (4) 4 

(4)
（重点化　Ⅱ－②） 名古屋市薬剤師会と契約するこ 5 
災害用医薬品等の備 とにより、災害時に必要な医薬 － 5 (5)
蓄 品等を備蓄 (－) (5) 5 

(5)
（重点化　Ⅰ） 被保険者の健康保持増進のため 30 
国民健康保険保健事 健康・医療情報を活用した計画 － 30 (－)
業計画の策定 の策定及び計画に基づく保健事 (－) (－) 30 

業を実施 (－)

①

①

①

①
16

①

①
15

①

平成
26年度
予算額

①

18
①

17

平成
27年度
見積額

考え方

予算案

①

10

番
号

事 項 名 見 積 概 要

財政局
案

12

13

14

11
①

①

①

①

①

①

①

①
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子ども青少年局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅰ－①） 病気または病気回復期の児童で 258 
病児・病後児デイケ 保育所等での保育が困難な場合 171 258 (91)
ア事業 に医療機関等において一時的に (118) (91) 258 

保育 (91)
　単独型　　　　　１カ所
　保育所型　　　　１カ所
　医療機関型　12→14カ所
　新規開設施設に対し、新たに
　改修等にかかる経費を補助

（重点化　Ⅰ－①） ボランティアの活用による相談 41 
子ども・若者総合相 体制の充実 36 41 (41)
談センターの相談体 (36) (41) 41 
制の充実 (41)
（重点化　Ⅰ－①） 留守家庭児童育成会に対する運 1,261 
留守家庭児童健全育 営助成のうち、ひとり親世帯の 797 1,261 (553)
成事業 保護者負担金の減免に対する助 (569) (553) 1,261 

成等の拡充 (553)
（重点化　Ⅰ－①） トワイライトスクールからトワ 2 
トワイライトルーム イライトルームへの移行に関す 1 2 (2)
への移行に関する調 る調査 (1) (2) 2 
査 　108校 (2)

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

考え方

予算案

①

①

財政局
案

1

①

①

3
①

①

2

4
①

①
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住宅都市局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－③） 本市の国際競争力強化に向けて､ 15 
不動産プロフェッシ 平成27年度に日本で開催される － 15 (7)
ョナル国際マーケッ 不動産プロフェッショナル国際 (－) (7) 15 
ト会議への出展 マーケット会議（ＭＩＰＩＭ　 (7)

ＪＡＰＡＮ）へ出展

（重点化　Ⅲ） 債務超過と資金不足を回避し、
愛知高速交通株式会 抜本的な経営改善を行うための － 641 
社への経営支援 追加出資及び貸付金の株式化を (－) (641) 641 

実施 (641)

　貸付金の株式化 1,429百万円

消防局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅱ） 消防団員の階級に応じた報酬を
消防団員報酬 支給 － 174 

(－) (174) 174 
(174)

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

1

①

①

①2
追
加

予算案

財政局
案

考え方

予算案

財政局
案

考え方

番
号

1
追
加

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

①
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（重点化　Ⅳ－①） バイリンガルの学習協力員を配 98 
日本語指導が必要な 置し、日本語指導や適応相談を 75 98 (65)
児童・生徒のための 実施 (49) (65) 98 
学習協力員の配置 　20→26人 (65)
（重点化　Ⅳ－③） 美術館開館30周年にあたる平成 10 
美術館開館30周年記 30年に美術品を購入するため、 － 10 (－)
念の美術品の購入 美術館学生メンバーズ制度等に (－) (－) 10 

より寄附金を募集し、教育基金 (－)
に積立

（重点化　Ⅰ－①） 市民税非課税世帯、市民税所得
私立幼稚園授業料補 割非課税世帯への補助額の増　 3,528 3,404 
助 　第１子世帯 (2,433) (2,349) 3,404 

　　年199,200→272,000円 (2,349)
　第２子世帯
　　年253,000→290,000円

3
追
加

①

1
①

①

2

①

①

考え方

予算案

財政局
案番

号
事 項 名 見 積 概 要

平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額
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８　廃止・縮小事業

市民経済局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

法律相談の実施 市民相談室で実施している法律 8 
相談の体制を見直し 11 8 (8)
　相談枠　７→５コマ／週 (11) (8) 8 

(8)

健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

障害者福祉施設運営 障害者福祉施設の維持・管理を － 
費補助金（管理費改 目的とした補助金を段階的に廃 9 － (－)
善費） 止 (9) (－) － 

24年度　入所　補助率20％ (－)
　　　　通所　補助率30％
25年度　入所　補助率14％
　　　　通所　補助率15％
26年度　入所　補助率７％
　　　　通所　廃止
27年度　入所　廃止

予算案

1
①

平成
27年度
見積額

財政局
案番

号
事 項 名 見 積 概 要

平成
26年度
予算額

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

考え方

平成
27年度
見積額

財政局
案

考え方

①

1

①

①

予算案
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健康福祉局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

住宅型有料老人ホー 住宅型有料老人ホーム等に入所 15,526 
ム等入所者における する障害者について、現在単身 13,691 15,526 (3,886)
障害福祉サービス 生活として適用している居宅介 (3,426) (3,886) 15,526 
（居宅介護等）支給 護等の支給決定基準を見直し、 (3,886)
決定基準の変更 １段階低い基準（単位）を適用

するもの

飼犬の避妊去勢手術 助成効果が低いと考えられる飼 － 
助成 犬の避妊去勢手術に対する助成 3 － (－)

を廃止 (3) (－) － 
(－)

消防局 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

消防団員出場手当 消防団員に対する報酬の導入に
際し、出場手当を活動内容に応 165 99 
じた基準へ見直し (165) (99) 99 

(99)

予算案

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

財政局
案

1
追
加 ①

考え方

予算案

3

2

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

財政局
案

考え方

①

①

①

①

番
号
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教育委員会 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

学校現場における外 一定の成果が得られたため、事 － 
部人材の活用 業廃止 24 － (－)

(16) (－) － 
(－)

なごや教師養成塾 事業開始当初と比較して教員の 3 
退職や採用が減少し一定の役割 14 3 (3)
を終えたため、平成27年６月廃 (13) (3) 3 
止 (3)

財政局
案

考え方

予算案

1
①

①

番
号

事 項 名 見 積 概 要
平成
26年度
予算額

平成
27年度
見積額

2
①

①
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９　使用料・手数料改定等

市民経済局
（単位：百万円）

文化小劇場利用料金 昭和文化小劇場の開設にあたり､
利用料金基準額を設定（条例改 28年度 6 
正予定） 28年度

見込額
昭和文化小劇場
　ホール
　　平日
　　　午前　　　　　21,000円
　　　午後　　　　　25,000円
　　　夜間　　　　　29,000円
　　土曜・日曜・祝日
　　　午前　　　　　26,000円
　　　午後　　　　　31,000円
　　　夜間　　　　　36,000円
　大練習室
　　午前　　　　　　 1,500円
　　午後　　　　　　 1,700円
　　夜間　　　　　　 1,900円
　小練習室
　　午前　　　　　　　 900円
　　午後　　　　　　 1,100円
　　夜間　　　　　　 1,300円
　駐車場
　　300円/回(30分以内は無料)
      　　　　　　　　　など

財政局
案

考え方

予算案

6 

1

6 ①

①

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額
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健康福祉局
（単位：百万円）

重症心身障害児者施 重症心身障害児者施設の開設に
設手数料（新設） あたり、文書料を新設（条例改 27年4月 － 

正予定）
　3,500円以内／通

病院開設等許可手数 病院開設等許可に係る権限移譲
料（新設） に伴い開設等許可手続きの手数 27年4月 6 

料を新設（条例改正予定）
　病院開設許可　　　45,000円
　病院使用許可　　　45,000円

介護保険料 第６期介護保険事業計画による
保険料改定（条例改正予定） 27年4月 4,222 
　保険料基準額（月額）
　　5,440円→5,894円
　保険料段階区分の変更
　　12段階→15段階
※要求変更
　保険料基準額が確定したため

国民健康保険料 保険料法定減額の判定所得の引
き上げ 27年4月 △139 
　５割減額基準（前年中所得)
　　33万円＋24.5万円×被保険
　　者数　以下
　　→33万円＋26万円×被保険
　　　者数　以下
　２割減額基準（前年中所得）
　　33万円＋45万円×被保険者
　　数　以下
　　→33万円＋47万円×被保険
　　　者数　以下
保険料賦課限度額の改定（条例
改正予定） 27年4月 － 
　医療分
　510,000円/年→520,000円/年
　後期高齢者支援分
　160,000円/年→170,000円/年
　介護分
　140,000円/年→160,000円/年

考え方

予算案

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案

①

①
2

1
－ ①

①

6 

－ 

6 

4,222 

4
追
加

①3
変
更

未定

①

△139 ①

－ 
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健康福祉局
（単位：百万円）

後期高齢者医療保険 保険料法定減額の判定所得の引
料 き上げ 27年4月 △36 

　５割減額基準（前年中所得)
　愛知県後期高齢 　　33万円＋24.5万円×被保険
　者医療広域連合 　　者数　以下
　で設定 　　→33万円＋26万円×被保険

　　　者数　以下
　２割減額基準（前年中所得）
　　33万円＋45万円×被保険者
　　数　以下
　　→33万円＋47万円×被保険
　　　者数　以下

介護保険料 低所得者の保険料軽減の強化
（条例改正予定） 27年4月 △366 
　第１・第２段階（月額）
　　2,652円→2,358円
　　（保険料基準額×0.45
　　　→保険料基準額×0.4）

子ども青少年局
（単位：百万円）

産後ケアモデル事業 産後ケアモデル事業の実施に伴
利用料（新設） い、利用料を新設 27年10月 2 

　宿泊型　１日あたり
　　750円～15,000円
　日帰り型　１日あたり
　　500円～10,000円
　生活保護世帯は無料

③

5
追
加

考え方

予算案

△36 ①

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案

6
追
加

△366 ①

財政局
案

考え方

予算案

1

－ ③

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

2 
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住宅都市局
（単位：百万円）

市営大須駐車場使用 市営大須駐車場における使用料
料 の改定 27年4月 5 

　普通料金(７時～22時)
　　30分あたり
　　　220円→平日　200円
　　　　　　 休日　300円
　　平日最大(新設)  1,000円
　普通回数券  11枚綴り
　　220円券　2,200円
        →200円券  2,000円
        　300円券  3,000円
　全日定期券 
　　35,000円→31,000円
　昼間定期券(８時～19時30分) 
　　24,000円→22,000円

建築審査手数料（建 建築基準法の改正に伴い、構造
築物に関する確認申 計算適合性判定を建築主が直接 27年6月 △5 
請等手数料） 受けることとなったため、本市

による判定依頼に係る手数料を
廃止（条例改正予定）

建築審査手数料（要 マンションの建替えの円滑化等
除却認定マンション に関する法律の改正に伴い、耐 27年4月 1 
建替えに係る容積率 震性不足の認定を受けたマンシ
の特例許可申請手数 ョンを建替える場合の容積率の
料） 特例許可に関する手数料を新設

（条例改正予定）
　160,000円

2

△5 ①

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

1

△5 ①

3

1 

1 

財政局
案

考え方

予算案

5 ①

①

①

5 ①
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住宅都市局
（単位：百万円）

建築審査手数料（長 住宅性能表示制度の見直しに伴
期優良住宅建築等計 い、同制度を活用した長期優良 27年4月 － 
画の認定等に関する 住宅建築等計画の認定及び計画
申請手数料） の変更に関する認定申請手数料

を新設（条例改正予定）
　認定申請
　　一戸建て　  22,500円
　　共同住宅等　63,000円～
　　　1,337,300円を住戸の数
　　　で除して得た額
　変更認定申請
　　一戸建て　   8,200円
　　共同住宅等　29,100円～
　　　685,900円を住戸の数
　　　で除して得た額

教育委員会
（単位：百万円）

生涯学習センター使 集会室等を営利目的等で使用す
用料 る場合の使用料を新設（条例改 27年10月 14 

正予定）
　集会室午前　　3,000円
　（通常使用は1,200円）
　視聴覚室午前　6,000円
　（通常使用は2,400円）
　　　　　　　　　　　　など

市立幼稚園における 預かり保育実施時間の延長に伴
預かり保育利用料 い、新設された区分を利用する 27年4月 1 

場合の利用料を新設
　900円／日
（８時間超10時間30分まで）

2

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案

1

14 

－ 

4
追
加

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案

予算案

予算案
考え方

①

③

③

①

14 

－ 

①－ 

考え方
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教育委員会
（単位：百万円）

市立幼稚園授業料 子ども・子育て支援新制度の施
行にあわせ改定 27年4月 　　 △2
（現　行）
　授業料年額　　一律98,400円
（改定後）
　授業料月額
　　生活保護世帯        無料
　　市民税非課税世帯・市民税
　　所得割非課税世帯
　　　第１子　　　　 3,000円
　　　第２子　　　　 1,500円
　　　第３子以降　　　　無料
    市民税所得割額77,100円以
    下の世帯
      第１子　　　　 7,700円
      第２子　　　　 4,900円
      第３子以降　　    無料
    市民税所得割額77,100円超
    の世帯
      第１子　　　　 8,200円
      第２子　　　　 4,900円
      第３子以降　　　  無料
　第１～３子とは、小学校３年
　生以下の子どもの中で第１～
　３子にあたる場合

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案

考え方

予算案

3
追
加

△2 ①
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（参考）

健康福祉局
（単位：百万円）

重症心身障害児者施 重症心身障害児者施設の開設に
設使用料等（新設） あたり、使用料等を新設（条例 27年4月 308 

改正予定）
診療収入、食費
　健康保険法等の定めにより算
　定
自立支援収入
　障害者総合支援法等の定めに
　より算定

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

1
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子ども青少年局
（単位：百万円）

子どものための教育 子どものための教育・保育施設
・保育施設等利用者 等（名古屋市立幼稚園を除く） 27年4月 － 
負担額 に係る利用者負担額を設定

　教育を受ける児童（新設）
　　基準月額（第１子）
　　　生活保護世帯、市民税非
　　　課税世帯のひとり親世帯
　　　等　　　　　　　　無料
　　　市民税非課税世帯・市民
　　　税均等割のみ世帯
　　　　　　　　　　 3,000円
　　　市民税所得割額77,100円
　　　以下の世帯　　14,900円
　　　市民税所得割額77,101～
　　　221,200円以下の世帯
　　　　　　　　　　19,300円
　　　市民税所得割額221,201
　　　～270,900円以下の世帯
　　　　　　　　　　20,900円
　　　市民税所得割額270,901
　　　円以上の世帯　21,900円
　　第２子　基準月額(第１子)
　　　　　　の２分の１
　　第３子以降　無料
　　第１～３子とは、小学校３
　　年生以下の子どもの中で第
　　１～３子にあたる場合
　保育を受ける児童
　　算定基礎
　　　所得税額
　　　→市民税所得割額
　　基準月額（別表のとおり）
　　　現状の保育標準時間（11
　　　時間）利用区分の他に、
　　　保育短時間（８時間）利
　　　用区分を新設
　　算定時期
　　　４月→９月
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別　表

（単位：円）

3歳未満児 3歳以上児 3歳未満児 3歳以上児

A 生活保護世帯等 0 0 0 0 A 生活保護世帯等

市民税非課税世帯
（ひとり親世帯等）

0 0 0 0
市民税非課税世帯
（ひとり親世帯等）

市民税非課税世帯 3,800 2,500 3,800 2,500 市民税非課税世帯

C1 市民税均等割のみ 5,700 3,700 5,700 3,700 C1 市民税均等割のみ

C2
市民税所得割課税額
10,000円未満

6,400 4,300 6,300 4,300 C2
市民税所得割課税額
10,000円未満

C3
市民税所得割課税額
10,000円～40,800円未満

7,500 5,800 7,400 5,800 C3
市民税所得割課税額
10,000円以上

C4
市民税所得割課税額
40,800円～43,800円未満

11,200 8,500 11,100 8,400 D1 所得税1,900円未満

C5
市民税所得割課税額
43,800円～55,200円未満

13,900 10,800 13,700 10,700 D2
所得税
1,900円～9,400円未満

C6
市民税所得割課税額
55,200円～67,000円未満

17,500 13,200 17,300 13,000 D3
所得税
9,400円～18,800円未満

C7
市民税所得割課税額
67,000円～88,800円未満

22,100 16,100 21,800 15,900 D4
所得税
18,800円～37,500円未満

C8
市民税所得割課税額
88,800円～110,000円未満

25,800 18,400 25,400 18,100 D5
所得税
37,500円～56,300円未満

C9
市民税所得割課税額
110,000円～131,600円未満

29,400 20,700 29,000 20,400 D6
所得税
56,300円～75,000円未満

C10
市民税所得割課税額
131,600円～180,000円未満

34,900 22,800 34,400 22,500 D7
所得税
75,000円～127,500円未満

C11
市民税所得割課税額
180,000円～236,800円未満

42,700 25,800 42,000 25,400 D8
所得税
127,500円～202,500円未満

C12
市民税所得割課税額
236,800円～281,000円未満

50,300 28,300 49,500 27,900 D9
所得税
202,500円～277,500円未満

C13
市民税所得割課税額
281,000円～351,500円未満

58,300 28,600 57,400 28,200 D10
所得税
277,500円～465,000円未満

C14
市民税所得割課税額
351,500円～411,800円未満

63,400 28,700 62,400 28,300 D11
所得税
465,000円～652,500円未満

C15
市民税所得割課税額
411,800円～518,000円未満

63,900 28,800 62,900 28,400 D12
所得税
652,500円～1,037,200円未満

C16
市民税所得割課税額
518,000円以上

64,000 28,900 63,000 28,500 D13 所得税1,037,200円以上

B B

階 層 区 分

利 用 者 負 担 額

　（参　考）
　　　　変　　更　　前

標準時間認定 短時間認定（新設）
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子ども青少年局
（単位：百万円）

休日保育利用料 算定基礎
　所得税額→市民税所得割額 27年4月 － 
月当たりの保育必要量の範囲内
で休日保育を利用する場合は無
料

延長保育利用料 算定基礎
　所得税額→市民税所得割額 27年4月 － 
保育短時間認定を受けた子ども
が、その認定利用時間帯を超え
て保育を受ける場合の利用料を
設定

一時保育利用料 算定基礎
　所得税額→市民税所得割額 27年4月 － 

病児・病後児デイケ 算定基礎
ア利用料 　所得税額→市民税所得割額 27年4月 － 

5
追
加

3
追
加

4
追
加

2
追
加
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（各局お問い合わせ先）

電 話 番 号担 当 課担 当 局 室

052-972-3003

052-972-3053

会 計 室

市 長 室

052-972-3193

052-972-2905

052-972-2455

052-972-2303

052-972-3103

052-972-2667

052-972-3506

052-972-3210

出 納 課

秘 書 課

財 政 課

企 画 経 理 課

総 務 課

総 務 課

子 ど も 未 来 課

052-972-2608

財 政 局

市 民 経 済 局

環 境 局

企 画 経 理 課

企 画 経 理 課

総 務 課消 防 局

教 育 委 員 会

健 康 福 祉 局

子 ど も 青 少 年 局

住 宅 都 市 局

緑 政 土 木 局

企 画 経 理 課

総 務 局 総 務 課 052-972-2104


